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内内 容容内内 容容

・低炭素社会実現のためのクリーンエネルギー・低炭素社会実現のためのクリーンエネルギー低炭素社会実現 リ ネ ギ低炭素社会実現 リ ネ ギ
技術と新たな課題技術と新たな課題

・・電力安定供給のためのエネルギー技術の電力安定供給のためのエネルギー技術の・・電力安定供給のためのエネルギー技術の電力安定供給のためのエネルギー技術の
パラダイムシフトパラダイムシフト
次世代電力ネ トワ クと ト ミ テ次世代電力ネ トワ クと ト ミ テ・次世代電力ネットワークとスマートコミュニティ・次世代電力ネットワークとスマートコミュニティ
開発への取り組み開発への取り組み

・・災害に強い地域主導型電力供給インフラ災害に強い地域主導型電力供給インフラ
ストラクチャーストラクチャーストラクチャストラクチャ

・国境を越えた電力供給インフラストラクチャー・国境を越えた電力供給インフラストラクチャー
熱の有効利用によるエコタウンの構築熱の有効利用によるエコタウンの構築・・熱の有効利用によるエコタウンの構築熱の有効利用によるエコタウンの構築
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低炭素社会実現のための低炭素社会実現のための低炭素社会実現のための低炭素社会実現のための低炭素社会実現のための低炭素社会実現のための
クリーンエネルギー技術と新たな課題クリーンエネルギー技術と新たな課題

低炭素社会実現のための低炭素社会実現のための
クリーンエネルギー技術と新たな課題クリーンエネルギー技術と新たな課題クリ ン ネルギ 技術と新たな課題クリ ン ネルギ 技術と新たな課題クリ ン ネルギ 技術と新たな課題クリ ン ネルギ 技術と新たな課題
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電気事業の動向と新たな課題電気事業の動向と新たな課題電気事業 動向と新たな課題電気事業 動向と新たな課題

電力市場の規制緩和電力市場の規制緩和
加州加州

エネルギー危機エネルギー危機 大規模停電大規模停電

電力市場の規制緩和電力市場の規制緩和

電力価格変動電力価格変動エネルギ 危機エネルギ 危機 大規模停電大規模停電

の多発の多発
信頼度劣化信頼度劣化

COCO22 排出削減排出削減

ENRONENRON
の破綻の破綻

自然災害と自然災害と

原子力発電原子力発電
の破綻の破綻

原子力発電原子力発電

複雑な潮流と複雑な潮流と

未熟な市場未熟な市場
流通設備 の流通設備 の

原油価格の高騰原油価格の高騰

設備の老朽化設備の老朽化 震災と津浪震災と津浪未熟な市場未熟な市場
市場操作市場操作 流通設備への流通設備への

投資の低迷投資の低迷
地球温暖化地球温暖化

4



世界のエネルギー起源世界のエネルギー起源COCO22排出量排出量
(( 年年 年年 年作成年作成))(1971(1971年～年～20052005年、年、20072007年作成年作成))

発電部門
（石炭発電）

7.05 G ton : 26.0%その他 : 47:6%

Source of 
CO2 Emission

製鉄部門 : 6.3%
セメント製造部門 : 2.9%

CO2 Emission

家庭 業務部門 : 30 0%

26.6 %9.2 %

家庭、業務部門 : 30.0%

輸送部門
(ガソリン自動車)

4.65 G ton : 17.1%

CO2排出量削減可能性

発電、輸送等の4部門で、52%         25%  
17 1 %

IEA CO2 emission from Fuel combustion 1972-2005,2007 etc.

17.1 %



各種電源の発電量当たりのＣＯ各種電源の発電量当たりのＣＯ２２排出量排出量
（メタンを含む）（メタンを含む）（メタンを含む）（メタンを含む）

各種電源の発電量当たりのCO2排出量（メタンを含む）

石油火力

石炭火力 975

742

天然ガス複合

天然ガス火力 608

519

水力

原子力 22～25

11

太陽光

地熱 発電用燃料としての燃焼によるもの（直接）15

53 燃料の輸送などに伴なうものなど（間接）

ライ サイクルライ サイクルCO2CO2 22排出量排出量 [[ COCO /kWh/kWh（送電端）（送電端） ]]

0 200 400 600 800 1000 1200

風力 29

【出典： 原子力については、電力中央研究所「ライフサイクルCO2排出量による原子力発電技術の評価 平成13年8月」。
他電源については、電力中央研究所「ライフサイクルCO2排出量による発電技術の評価 平成12年3月」】

ライフサイクルライフサイクルCO2CO2 22排出量排出量 [ g[ g -- COCO22 /kWh/kWh（送電端）（送電端） ]]
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電源別の発電コストの比較電源別の発電コストの比較
固定費用も含めた電源別の発電コストを見ると、固定費用も含めた電源別の発電コストを見ると、原子力・石炭・ＬＮＧが低コスト原子力・石炭・ＬＮＧが低コスト。。

一方、石油火力などは発電コストに占める燃料費の割合が高いため、燃料コストの値上がりが発一方、石油火力などは発電コストに占める燃料費の割合が高いため、燃料コストの値上がりが発

電コストの上昇に直結する電コストの上昇に直結する。。電 ト 昇に直結する電 ト 昇に直結する。。

１kWh当たりの発電 スト
原子力 5.3

１kWh当たりの発電コスト

5.7石炭火力

原子力

6.2ＬＮＧ火力

10.7石油火力

11.9一般水力

（円）

0 2 4 6 8 10 12 14

※前提条件は電気事業分科会コスト等検討小委員会中間報告（平成１６年１月）での試算
運転年数は４０年、設備利用率は８０％（水力のみ４５％）、割引率は３％を採用。 7



電気事業からの電気事業からのCCＯ２排出量の推移Ｏ２排出量の推移

○ 使用電力量は増加したが、原子力発電を中心としたベストミックスにより

使用端ＣＯ使用端ＣＯ２２排出原単位を抑制排出原単位を抑制

10,000 0.8

使用端ＣＯ使用端ＣＯ２２排出原単位を抑制排出原単位を抑制
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2
/
k
W

h
）

O
2
）

見通し0.37程度使用電力量

使用端CO2

5,000

量
（億

k
W

h
）

0.4

単
位

（k
g
-
C
O

2

出
量

（ 1
0
億

t-
C
O

0.417 排出原単位
0.410

2,500

電
力

量

0.2

C
O

2
排

出
原

単

C
O

2
排

出

目標 90年度比
▲20%程度
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COCO22

0

1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 年度

0.0

C▲20%程度
（0.34程度）ゼロエミッションゼロエミッション原子力発電電力量

ﾏｰｶｰは2002～06年の原子力の長期停止等の影響がない場合の試算値

目標および見通しは2008～12年度の5ヵ年平均値
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電力電力COCO22排出原単位（発電端）の国際比較排出原単位（発電端）の国際比較
・日本のCO2排出原単位は諸外国に比べて十分に低い。

・フランス（原子力中心）、カナダ（水力中心）には及ばないものの、世界でもトップクラス

・ドイツは国民合意により脱原子力を選択した結果、石炭の比率が高い。
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発電分野の発電分野の低炭素社会実現に低炭素社会実現に向けた戦略向けた戦略
(( 年年 月月 日ま ！）日ま ！）(2011(2011年年33月月1111日まで！）日まで！）

○○低炭素社会の実現に向けた電気事業の取組みの低炭素社会の実現に向けた電気事業の取組みの柱柱は、供給サイドでの系統電力の一層の高効率・は、供給サイドでの系統電力の一層の高効率・

炭 需要 高 率機 普 電 よ炭 需要 高 率機 普 電 よ低炭素化、需要サイドでの高効率機器の普及・電化による省エネ低炭素化、需要サイドでの高効率機器の普及・電化による省エネ

＜＜系統電力の高効率化・低炭素化系統電力の高効率化・低炭素化＞＞ 原子力、再生可能エネルギーの利用拡大、原子力、再生可能エネルギーの利用拡大、

高効率火力発電、電力貯蔵等高効率火力発電、電力貯蔵等

＜＜高効率機器 開発 普及高効率機器 開発 普及＞＞ ヒ トポ プ 電気自動車 蓄熱空調等ヒ トポ プ 電気自動車 蓄熱空調等＜＜高効率機器の開発・普及高効率機器の開発・普及＞＞ ヒートポンプ、電気自動車、蓄熱空調等ヒートポンプ、電気自動車、蓄熱空調等

○電力需給両面において、官民一体となって実効ある対策を長期的な視点から着実に実行○電力需給両面において、官民一体となって実効ある対策を長期的な視点から着実に実行

需要サイド需要サイド供給サイド供給サイド

高効率機器の普及・高効率機器の普及・系統電力の一層の系統電力の一層の

需要サイド需要サイド供給サイド供給サイド

次世代次世代

電化による省エネ電化による省エネ

ヒートポンプ（エコキュート）、ヒートポンプ（エコキュート）、

高効率・低炭素化高効率・低炭素化

原子力の活用原子力の活用(CO(CO22排出削減の切り札）、排出削減の切り札）、

エネルギーシステムエネルギーシステム

ヒ トポンプ（エコキュ ト）、ヒ トポンプ（エコキュ ト）、
電気自動車、熱電貯蔵電気自動車、熱電貯蔵再生可能エネルギー、電力貯蔵の利用拡大再生可能エネルギー、電力貯蔵の利用拡大
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石炭ガス化複合発電（石炭ガス化複合発電（IGCCIGCC）の開発と実証）の開発と実証
・ IGCC は、石炭をガス化しガスタービンと蒸気タービンを組

み合わせて発電する方法で、従来の石炭火力より高い 48 48 
～～5050％程度（送電端・高位発熱量基準）発電効率％程度（送電端・高位発熱量基準）発電効率5050％程度（送電端 高位発熱量基準）発電効率％程度（送電端 高位発熱量基準）発電効率

・ 現在は、商用機の1/2 規模の実証機（出力出力250MW 250MW 級級）の実
証研究に取り組んでおり、2007 年9 月より本格的な運転試
験を開始し、2008 年には長時間連続運転試験長時間連続運転試験に成功

実証プラント（福島県 いわき市）

・ 2009 年度は運転特性、耐久性及び経済性等を検証

出典：（株）クリーンコールパワー研究所 11



COCO22 回収・貯留技術（回収・貯留技術（CCSCCS）の開発と実証）の開発と実証
・CCS技術とは、発電所や天然ガス鉱山など大規模な排出源で発

生するCO2を、他のガスから分離・回収分離・回収し、安定した地層に貯留
したり、海洋に隔離することにより、COCO22を大気から隔離を大気から隔離するする技術技術
2008 年5月に設立した日本CCS 調査( 株) には 電気事業者も・2008 年5月に設立した日本CCS 調査( 株) には、電気事業者も
出資・参画し、独立行政法人 新エネルギー・産業技術開発機構
(NEDO) の「革新的ゼロエミッション石炭ガス化発電プロジェクト」
のうち「特定サイトにおける石炭ガス化発電からCO2 貯留に至るのうち「特定サイトにおける石炭ガス化発電からCO2 貯留に至る
トータルシステムの概念設計」等の大規模実証試験事業大規模実証試験事業を展開

分離･回収分離･回収 輸送輸送 圧入圧入分離 回収分離 回収 輸送輸送 圧入圧入
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COCO22 冷媒ヒートポンプ給湯機の給湯システム冷媒ヒートポンプ給湯機の給湯システム
（ キ ト）（ キ ト）（エコキュート）（エコキュート）

・CO2 冷媒のヒートポンプヒートポンプで、大気中の熱

をくみ上げて、給湯の熱エネギーとして

利用する給湯システム

・CO2 CO2 冷媒冷媒ヒートポンプは、従来のフロンCO2CO2 冷媒冷媒ヒ トポンプは、従来のフ ン

系冷媒に比べ、加熱特性に優れている

・給湯機への利用拡大可能

給湯パタ ンを考慮した年間給湯効率・給湯パターンを考慮した年間給湯効率

APF APF はは ３３（2008 年度モデルAPF =3.6 ）

以上と省エネルギー効果が高い

・従来型燃焼式給湯器に比べ、 COCO2 2 排出排出

量も約量も約50% 50% 削減削減

・エコキュートの累積普及台数は174174 万台万台・エコキュートの累積普及台数は174 174 万台万台

(2008 年度末時点、ヒートポンプ・蓄熱白

書Ⅱ) に達している

・CO2 CO2 排出抑制量は約排出抑制量は約128 128 万万tt--CO2 CO2 と

試算される
13



大容量電力貯蔵大容量電力貯蔵NASNAS電池の構造と特徴電池の構造と特徴

大気断熱容器（上）大気断熱容器（上）
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電動自動車電動自動車(EV)(EV)の開発との開発とCOCO22削減効果削減効果
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東北地方太平洋沖地震東北地方太平洋沖地震によるによる津浪被害津浪被害

出典：時事ドットコム 津浪 その瞬間
16



災害後の電源別発電量の推移と見通し災害後の電源別発電量の推移と見通し

現状維持か現状維持か現状維持か現状維持か
漸次削減か漸次削減か
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新たなエネルギー社会インフラの構築新たなエネルギー社会インフラの構築新たな ネルギ 社会インフラの構築新たな ネルギ 社会インフラの構築
需要サイド需要サイド供給サイド供給サイド

高効率機器の普及・高効率機器の普及・
電化による省エネ電化による省エネ

系統電力の一層の系統電力の一層の
高効率・低炭素化高効率・低炭素化

次世代次世代
エネルギーシステムエネルギーシステム ？？ 電化による省 ネ電化による省 ネ

ヒートポンプ（エコキュート）、ヒートポンプ（エコキュート）、
電気自動車、熱電貯蔵電気自動車、熱電貯蔵

高効率 低炭素化高効率 低炭素化

原子力の活用原子力の活用(CO(CO22排出削減の切り札）、排出削減の切り札）、

再生可能エネルギー、電力貯蔵の利用拡大再生可能エネルギー、電力貯蔵の利用拡大

低炭素社会の実現へ低炭素社会の実現へ

再 可能 ネルギ 、電力貯蔵 利用拡大再 可能 ネルギ 、電力貯蔵 利用拡大

安定供給の確保安定供給の確保低炭素社会の実現へ低炭素社会の実現へ安定供給の確保安定供給の確保

省エネルギー省エネルギー 創エネルギー創エネルギー 蓄エネルギー蓄エネルギー 熱エネルギー熱エネルギー

新たなエネルギー社会インフラの再構築新たなエネルギー社会インフラの再構築集中型と分散型のネットワークの相互補完集中型と分散型のネットワークの相互補完



電力安定供給のための電力安定供給のための電力安定供給のための電力安定供給のための電力安定供給のための電力安定供給のための
エネルギー技術のパラダイムシフトエネルギー技術のパラダイムシフト

電力安定供給のための電力安定供給のための
エネルギー技術のパラダイムシフトエネルギー技術のパラダイムシフトネルギ 技術 ラダイムシフトネルギ 技術 ラダイムシフトネルギ 技術 ラダイムシフトネルギ 技術 ラダイムシフト
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電力分野における新たな技術展開電力分野における新たな技術展開電力分野における新たな技術展開電力分野における新たな技術展開

Thermal Plant
H d Pl t

大規模設備中心の電源ミックス

Di t ib ti

Residence
Factory

Storage

Thermal Plant

Storage
Nuclear 
Plant

Hydro Plant

Wind
Generation

Transmission

Network

Distribution 
Substation Distribution 

Network
PV Generation

分散エネルギーと分散ネッとワークによるエネルギーベストミックス分散エネルギーと分散ネッとワークによるエネルギーベストミックス

節電・省エネルギー節電・省エネルギー 自前の電源の確保自前の電源の確保

クリーンクリーン
エネルギー技術エネルギー技術

GEGE

熱電貯蔵技術熱電貯蔵技術

Lead Battery Ni-MH Battery

再生可能エネルギー再生可能エネルギー
の有効利用の有効利用

- LNG Thermal Plant (1GW)
- Gas Combined Cycle (0.3GW)
- Gas Engine (10KW – 1MW)

IGCC (Cl C l G i )

EDLC

負 極負 極 正 極正 極

水 素 吸 蔵 合 金 オ キ シ 水 酸 化 ニ ッ ケ ル

放 電

N iO O H

N i( O H ) 2O H －

H 2 O

O H －

H 2 O

e －

↓

水 素 H +

↑
e －

e － → e － →

← e －

e － →

負　極負　極 正　極正　極

放　電
電子 e－ →

Li-Ion Battery

- IGCC (Clean Coal Generation)
- Fuel Cell

炭素材料 (黒鉛層間化合物) 遷移金属酸化物

Li+

空のLi+サイト
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家庭部門における家庭部門におけるCOCO22排出量の推移（増加）排出量の推移（増加）

家庭・業務部門における家庭・業務部門における
COCO 排出量低減対策排出量低減対策COCO22排出量低減対策排出量低減対策

((エネルギー利用の効率化エネルギー利用の効率化))

・断熱財
・二重サッシ
・樹脂サッシ

建物本体の断熱・気密性向上建物本体の断熱・気密性向上

家庭・業務部門では、家庭・業務部門では、
19901990年比で年比で41%41%の増加の増加

・樹脂サッシ
・日射遮断技術

設備の設備の
高効率･高機能化高効率･高機能化

再生可能エネルギー再生可能エネルギー
の有効活用の有効活用

・太陽光発電・太陽光発電
・風力発電・風力発電
・太陽熱・太陽熱
・地中熱・地中熱

・電熱貯蔵・電熱貯蔵
・燃料電池・燃料電池
・ガスエンジン・ガスエンジン
・直流電化設備・直流電化設備 ・地中熱・地中熱直流電化設備直流電化設備
・電気自動車・電気自動車

ネルギ管理システムネルギ管理システム
出典） 温室効果ガスインベントリオフィス 「日本の1990〜2007年度の温室効果ガス排出量データ」(2009.4.30発表)

＊ 各排出量の単位は[百万トン-二酸化炭素(CO2)換算] 全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイトより

エネルギ管理システムエネルギ管理システム
HEMS,BEMS,ZEBHEMS,BEMS,ZEB
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○震災後 電力ネ ト ク と 節電 ピ クカ トが急務○震災後 電力ネ ト ク と 節電 ピ クカ トが急務

東日本大震災後の社会ニーズの動き東日本大震災後の社会ニーズの動き
○震災後、電力ネットワークにとって節電、ピークカットが急務○震災後、電力ネットワークにとって節電、ピークカットが急務
○災害時のエネルギー供給の確保が課題となり、分散型エネルギーシステムとしての○災害時のエネルギー供給の確保が課題となり、分散型エネルギーシステムとしての

スマートコミュニティの意義が増大スマートコミュニティの意義が増大

安全を売りにした商品の発売安全を売りにした商品の発売節電とピークシフト節電とピークシフト

容量 価格

トヨタホーム（豊田市）トヨタホーム（豊田市）

◆地域における災害に強いスマ トコミ テ 構築の動き◆地域における災害に強いスマ トコミ テ 構築の動き

ヤマダ電機（エジソンパワー）ヤマダ電機（エジソンパワー）

1kWh 87万円

2.5kWh 189万円

V2HV2H

◆地域における災害に強いスマートコミュニティ構築の動き◆地域における災害に強いスマートコミュニティ構築の動き
（「スマートコミュニティ構想普及支援事業」）（「スマートコミュニティ構想普及支援事業」）

大阪府夢州・咲州・舞州地区（日建設計等）大阪府夢州・咲州・舞州地区（日建設計等）
再生可能エネルギ ごみ発電等から得られる再生可能エネルギ ごみ発電等から得られる再生可能エネルギー、ごみ発電等から得られる再生可能エネルギー、ごみ発電等から得られる
エネルギーと蓄電池の組み合わせた自立防災エネルギーと蓄電池の組み合わせた自立防災

システム・新交通システムの構築システム・新交通システムの構築

福岡県福岡市（新出光相光石油等）福岡県福岡市（新出光相光石油等）福岡県福岡市（新出光相光石油等）福岡県福岡市（新出光相光石油等）
急速充電器、燃料電池、蓄電池等を備えた急速充電器、燃料電池、蓄電池等を備えた
EVEV向けサービスステーションの可能性調査向けサービスステーションの可能性調査



今後の再生可能エネルギー発電導入今後の再生可能エネルギー発電導入

太陽光発電太陽光発電 風力発電風力発電

風力発電への期待
・停電時にも発電可
・洋上風力（大規模）
設置 トは商業ベ・設置コストは商業ベース

23出所：三菱電機資料より作成



再生可能エネルギー再生可能エネルギーの価格競争力の価格競争力と買取制度と買取制度

新エネルギ新エネルギ

新エネルギーの価格競争力（算定例）新エネルギーの価格競争力（算定例）

-- 新エネルギー新エネルギー
の発電コストがの発電コストが
小売電力価格、小売電力価格、

存電 発存電 発

固定価格買取制度固定価格買取制度
4848～～42 42 円円/KWh/KWh

形

卸価格 小売価格

既存電源の発既存電源の発
電コストと同等電コストと同等
になった場合、になった場合、

小形水力

太陽光発電

集中型太陽光発電

導入量が飛躍導入量が飛躍
的に増大する的に増大する
可能性がある。可能性がある。

バイオマス発電地

地熱発電

風力発電 可能性がある。可能性がある。風力発電

再生可能エネルギー利用発電コスト（cent/KWｈ）

新エネルギーの導入量増大に伴って、新エネルギーの導入量増大に伴って、

出力変動対策費用等のコストが系統全出力変動対策費用等のコストが系統全

系統のコスト負担系統のコスト負担

・出力平準化のための蓄電池の設置費用・出力平準化のための蓄電池の設置費用出力変動対策費用等のコストが系統全出力変動対策費用等のコストが系統全

体にかかる可能性がある。体にかかる可能性がある。

出力平準化のための蓄電池の設置費用出力平準化のための蓄電池の設置費用

・調整速度の高い電源の活用等・調整速度の高い電源の活用等
24



配電網の電圧上昇に伴う適正電圧逸脱配電網の電圧上昇に伴う適正電圧逸脱
○○ 太陽光発電の出力が設置箇所の消費電力を上回り、系統に電力が太陽光発電の出力が設置箇所の消費電力を上回り、系統に電力が 逆流逆流

した場合 配電系統のした場合 配電系統の電圧上昇電圧上昇

配電網 電圧上昇に伴う適正電圧逸脱配電網 電圧上昇に伴う適正電圧逸脱

した場合、配電系統のした場合、配電系統の電圧上昇電圧上昇

○○ 太陽光発電から逆潮流が生じることにより、連系点の電圧が電気事業法第太陽光発電から逆潮流が生じることにより、連系点の電圧が電気事業法第

２６条に基づく２６条に基づく 適正値（１０１適正値（１０１±±６Ｖ）６Ｖ） を逸脱する可能性を逸脱する可能性２６条に基づく２６条に基づく 適正値（１０１適正値（１０１±±６Ｖ）６Ｖ） を逸脱する可能性を逸脱する可能性

～～ ～～ －－ ～～ －－
出力抑制出力抑制負荷負荷負荷負荷

配電用変電所配電用変電所

～～ －－

負荷負荷負荷負荷 負荷負荷

電圧電圧

出力抑制出力抑制

100/200V100/200V

66６６00V00V 受電端で受電端で

１０７Ｖ１０７Ｖ

潮流（電流）潮流（電流）
逆潮流（太陽光発電出力が系統側に逆流）逆潮流（太陽光発電出力が系統側に逆流）

適正範囲を適正範囲を
逸脱の恐れ逸脱の恐れ

１０７Ｖ１０７Ｖ

９５Ｖ９５Ｖ

電圧電圧

逆潮流なし逆潮流なし

逆潮流あり逆潮流あり))

適正電圧範囲適正電圧範囲

(101(101±±66V)V)

配電用変電所の変圧器からの距離配電用変電所の変圧器からの距離
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周波数調整力の不足周波数調整力の不足
○ 太陽光発電の出力は、天候などの影響で変動するため予測困難。
○ 太陽光の導入量が拡大すると、その変動に対応する周波数調整力が不足周波数調整力が不足するおそれ

（１）電力需要の小刻みな変動（20分程度以内）に、太陽光出力の変動が加わることで、
給 整整 量量 す供給エリアごとに確保している調整力（調整力（LFCLFC容量）が不足容量）が不足するおそれ。

（２）天候の変化による太陽光出力の大幅な変動に備えて、バックアップ電源バックアップ電源が必要。

※１：電力需要の小刻みな変動（20分程度以内）に対しては中央給電指令所から火力・水力などの発電量を自動的に微調整して、周波数を維持する機能

50%

60%

70%

80%

晴れ

晴れ→曇り

雨

太陽光発電の出力変動太陽光発電の出力変動 周波数は需要と供給のバランスが周波数は需要と供給のバランスが
崩れると変動崩れると変動

10%

20%

30%

40%

0%

0時 6時 12時 18時

電気の使用量の変動と電気の使用量の変動と
太陽光出力太陽光出力 天候の変化に伴う天候の変化に伴う

太陽光の出力変動太陽光の出力変動

((注注)) 総需要の総需要の±±１～２％１～２％
（１）（１） LFCLFC容量の不足容量の不足 （２）（２） バックアップ電源が必要バックアップ電源が必要

以
内

の
成

分
）

以
内

の
成

分
）

太陽光太陽光
増加増加

LFCLFC
調整調整

電気の使用量の変動と電気の使用量の変動と
太陽光の変動の合計太陽光の変動の合計 太陽光の出力変動太陽光の出力変動

に備えてバックアップに備えてバックアップ
電源電源((電力会社）が必要電力会社）が必要

晴れ晴れ

需
要

変
動

需
要

変
動

（
２
０
分

程
度

以
（
２
０
分

程
度

以 調整調整
範囲範囲

時間時間

晴れ晴れ

雨雨

2626



○太陽光発電が増加すると、需要の少ない時期（軽負荷期）に、ベース供給力（原子力、水力、火力最

太陽光発電大量導入時の余剰電力発生太陽光発電大量導入時の余剰電力発生
低出力）等と太陽光による発電量が需要を上回り、電力余剰が発生電力余剰が発生

○太陽光発電が増加すると、系統側の電源設備・流通設備とも稼働率が低下稼働率が低下し、電源及び流通双方で
コストアップが発生コストアップが発生

重負荷期重負荷期

揚 動揚 動

揚水発電揚水発電需要需要
火力最低出力火力最低出力

太陽光発電太陽光発電

揚水発電揚水発電

太陽光発電太陽光発電

需要需要
火力最低出力火力最低出力

水力発電（流込式）水力発電（流込式）

風力発電風力発電

火力発電火力発電

揚水動力揚水動力

水力発電（流込式）水力発電（流込式）

風力発電風力発電

火力発電火力発電
揚水動力揚水動力

原子力発電原子力発電原子力発電原子力発電

０時０時 ２４時２４時１２時１２時 １８時１８時６時６時 ０時０時 ２４時２４時１２時１２時 １８時１８時６時６時太陽光太陽光

太陽光発電太陽光発電

揚水発電揚水発電

太陽光発電太陽光発電

電力の余剰電力の余剰
が発生するが発生する

大量導入大量導入
ケースケース

需要需要
火力最低出力火力最低出力

需要需要
火力最低出力火力最低出力

揚水揚水
発電発電

水力発電（流込式）水力発電（流込式）
風力発電風力発電

火力発電火力発電揚水動力揚水動力

太陽光発電太陽光発電

水力発電（流込式）水力発電（流込式）

風力発電風力発電

火力発電火力発電揚水動力揚水動力

発電発電

2727
原子力発電原子力発電

０時０時 ２４時２４時１２時１２時 １８時１８時６時６時

原子力発電原子力発電

０時０時 ２４時２４時１２時１２時 １８時１８時６時６時

軽負荷期軽負荷期
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○単独運転とは 事故や緊急停止などの場合 本来停止すべき系統に 太陽光発電等の分散電源

単独運転防止と不要解列防止対策の実施単独運転防止と不要解列防止対策の実施
○単独運転とは、事故や緊急停止などの場合、本来停止すべき系統に、太陽光発電等の分散電源

の運転（単独運転単独運転）により発電が継続

○単独運転が継続された場合、公衆感電、機器損傷の発生、消防活動への影響、作業員の感電の

おそれ → 現在は低圧・高圧に連系される太陽光発電設置者には単独運転を検知して解列する

単独運転防止装置の設置単独運転防止装置の設置が義務づけ

○一方、本来解列すべきでない程度の系統の周波数や電圧の乱れが生じた時に：

①動作する必要のない単独運転防止装置が動作単独運転防止装置が動作
②瞬時電圧低下の影響瞬時電圧低下の影響

等により、太陽光発電が一斉に解列し、需給バランス等が崩れるおそれ

【【単独運転防止 必要性単独運転防止 必要性】】 【【不要解列防止の必要性不要解列防止の必要性】】【【単独運転防止の必要性単独運転防止の必要性】】 【【不要解列防止の必要性不要解列防止の必要性】】

太陽光発電太陽光発電

太陽光発電太陽光発電
が一斉解列が一斉解列

上位系統で上位系統で
事故が発生事故が発生 電圧の影響が電圧の影響が

伝わる伝わる

～～ －－

太陽光発電太陽光発電

変圧器変圧器

～～ －－

配電用変電所配電用変電所

単独運転により事故単独運転により事故
が継続が継続負荷負荷負荷負荷

～～ －－

太陽光発電太陽光発電

～～ －－
負荷負荷負荷負荷

上位系統上位系統

伝わる伝わる

変圧器変圧器

CBCB
（遮断器）（遮断器）

配電線事故検出配電線事故検出
→→切断切断 需要と供給のバランス需要と供給のバランス

が崩れるが崩れる
※※解列・・・系統と発電機の接続を切り離すこと。解列・・・系統と発電機の接続を切り離すこと。 2828



地域主導電力ネットワークの構造と需給運用地域主導電力ネットワークの構造と需給運用

需給運用システム需給運用システム 燃料電池燃料電池

商用電力商用電力

ICTICT活用の監視 通信 制御活用の監視 通信 制御ICTICT活用の監視、通信、制御活用の監視、通信、制御

風力発電風力発電

大口需要家大口需要家
一般需要家一般需要家

電力貯蔵装置電力貯蔵装置

太陽光発電太陽光発電

電力 熱 供給電力 熱 供給

GEGEGEGE

電力、熱の供給電力、熱の供給熱電併給熱電併給
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再生可能エネルギー大量導入時の系統対策再生可能エネルギー大量導入時の系統対策
○太陽光をはじめとする再生可能エネルギーの大量導入により、電力ネットワーク○太陽光をはじめとする再生可能エネルギーの大量導入により、電力ネットワーク

に余剰電力の発生、電圧の上昇、周波数調整力の不足といった課題に余剰電力の発生、電圧の上昇、周波数調整力の不足といった課題
○他方 技術 進歩と蓄電池 普及 より 電力需給両面 制御を行う と○他方 技術 進歩と蓄電池 普及 より 電力需給両面 制御を行う と○他方、ＩＴ技術の進歩と蓄電池の普及により、電力需給両面の制御を行うことで、○他方、ＩＴ技術の進歩と蓄電池の普及により、電力需給両面の制御を行うことで、

電力の高効率なシステム（スマートグリッド）の構築が可能電力の高効率なシステム（スマートグリッド）の構築が可能

◆太陽光発電の出力変動の例（夏季）（％） ◆太陽光発電の出力変動の例（夏季）

50

60

70出
力
比
（発

（％）

負荷負荷
～ － ～ －

負荷負荷 負荷

～ － 出力抑制

１．配電網の電圧上昇による逆潮流の困難化

20
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50発
電
出
力
／
定
格

曇
雨

対策なし対策なし

１０７Ｖ

電圧
逆潮流あり適正電圧範

負荷負荷

潮流（電流）
逆潮流（太陽光発電出力が系統側に逆流）

配電用変電所
負荷負荷 負荷

電圧100/200V

6６00V メガソーラー

0
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5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

格
出
力
） （時）

雨
９５Ｖ

電圧

配電用変電所の変圧器からの距離
逆潮流なし

囲
(101±6V)

２．周波数調整力の不足

電力需給両面のコントロール電力需給両面のコントロール

需
要

変
動

程
度

以
内

の
成

分
）

太陽光
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電気の使用量の変動と
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需
（

２
０

分
程

増加 Frequency 
Control：負荷周
波数制御）調整範
囲※

※総需要の±１～２％



次世代電力ネットワークと次世代電力ネットワークと次世代電力ネットワークと次世代電力ネットワークと次世代電力ネットワークと次世代電力ネットワークと
スマートコミュニティ開発への取り組みスマートコミュニティ開発への取り組み

次世代電力ネットワークと次世代電力ネットワークと
スマートコミュニティ開発への取り組みスマートコミュニティ開発への取り組みト ミ ティ開発 取り組みト ミ ティ開発 取り組みト ミ ティ開発 取り組みト ミ ティ開発 取り組み
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スマートグリッドスマートグリッドへがへがもたらす社会便益もたらす社会便益

需要応答需要応答設備利用率改善設備利用率改善

無停電無停電

分散型電源分散型電源
（（DER, BESS, PEVDER, BESS, PEV含む）含む）

スマートスマート
メータメータ

無停電無停電

大規模電源大規模電源 送送 電電 配配 電電 小口需要小口需要

（（DER, BESS, PEVDER, BESS, PEV含む）含む）

スマートスマート
メ タメ タ

大規模電源大規模電源 送送 電電 配配 電電
((家庭、商店家庭、商店))

大口需要大口需要
メガソーラーメガソーラー

スマートスマート
メータメータ

メータメータ

情報管理センタ情報管理センタ 情報の提供ソリューション提供ソリューション提供
エネルギー最適利用エネルギー最適利用

（商業（商業, , 産業産業))

供給側供給側 （（Supply Side)Supply Side) 需要側需要側 (Demand Side)(Demand Side)

メガソーラーメガソーラー メ タメ タ

給電指令所給電指令所

供給側供給側 （（Supply Side)Supply Side) 需要側需要側 (Demand Side)(Demand Side)

高効率機器の導入高効率機器の導入
電力品質向上電力品質向上

経費削減経費削減

：：情報の流れ情報の流れ
：：電力の流れ電力の流れ

省エネ推進省エネ推進
再生可能再生可能

エネルギーの導入エネルギーの導入
32



諸外国におけるスマートグリッドの開発動向諸外国におけるスマートグリッドの開発動向

米国

英国
Orkney,

オランダ
Amsterdam 中国 米国

Los Angels, Boulder, 
Miami, 
Los Alamos, 

Glasgow

ドイツ
Boden Berlin

中国
Tianjin, Sohiden, 
Bechuan, Turpan, 
Dezhou, Dalian,

Albuquerque
Boden, Berlin, 
Aachen

Dezhou, Dalian, 
Hainan

韓国
Chejuj

EU諸国 UAE

日本
Yokohama, Toyota, 
Kitakyusyu KeihannaMiddle East 

North Africa 
DERRTEC インド

Dahej Changodar
シンガポール
J P l

Masdar
Kitakyusyu, Keihanna
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Dahej, Changodar, 
Maharashtra, 
Haryana

Jurong, Pulau
Ubin



スマートグリッド構築への諸外国の取り組みスマートグリッド構築への諸外国の取り組み

米国の動向米国の動向 ドイツの動向ドイツの動向 ＜＜DESERTECDESERTEC計画計画＞＞

主要推進国では、スマートグリッドの整備及び国際展開に政府が中心的に関与主要推進国では、スマートグリッドの整備及び国際展開に政府が中心的に関与JejuJeju Island Smart Grid Test Bed, KoreaIsland Smart Grid Test Bed, Korea

再生可能エネルギー導入目標（再生可能エネルギー導入目標（20252025年）年）
は、は、 電力消費の電力消費の25%25%
スマ トグリッド予算スマ トグリッド予算

米国の動向米国の動向

再生可能エネルギー導入目標（再生可能エネルギー導入目標（20202020年）年）
は、は、最終エネルギー消費の最終エネルギー消費の1818％％
北アフリカの砂漠での風力 太陽熱発電北アフリカの砂漠での風力 太陽熱発電

ドイツ 動向ドイツ 動向 ＜＜DESERTECDESERTEC計画計画＞＞

スマートグリッド予算スマートグリッド予算
＊＊4545億ドル億ドル((約４千億円）約４千億円）
＊スマートメーター設置と各種実証等＊スマートメーター設置と各種実証等
NISTNIST（米国標準技術局）を中心に関連（米国標準技術局）を中心に関連

北アフリカの砂漠での風力・太陽熱発電北アフリカの砂漠での風力・太陽熱発電
を欧州や中東に送電する巨大プロジェクトを欧州や中東に送電する巨大プロジェクト

＊＊20502050年に年にEUEU電力需要電力需要1515％獲得％獲得が目標が目標
＊プロジェクト総額：＊プロジェクト総額：40004000億ユーロ億ユーロNISTNIST（米国標準技術局）を中心に関連（米国標準技術局）を中心に関連

機器等の機器等の国際標準化国際標準化を推進を推進
＊＊1.51.5千万ドル（約１３億円）千万ドル（約１３億円）

＊ドイツ系企業＊ドイツ系企業1212社が参画社が参画
（（ABB,ABB, Siemens,Siemens, ドイツ銀行等）ドイツ銀行等）

グリーン成長国家戦略を策定し、スマートグリーン成長国家戦略を策定し、スマート
グリ ドを重点分野 位置付けグリ ドを重点分野 位置付け

韓国の動向韓国の動向

グリッドを重点分野に位置付けグリッドを重点分野に位置付け
＊＊世界市場シェア世界市場シェア33分の分の11が目標が目標
海外展開を目指したモデルプロジェクト海外展開を目指したモデルプロジェクト
＊＊済州島済州島 370370億ウォン（約億ウォン（約3030億円）億円）

34

＊＊済州島、済州島、370370億ウォン（約億ウォン（約3030億円）億円）
韓国スマートグリッド協会韓国スマートグリッド協会の立上げの立上げ
＊＊LSLS産電、韓国電力、産電、韓国電力、LGLG化学、化学、KT KT 等等

出典：Jeju Smart Grid Test Bed by  KEPCO2011



スマートグリッドを核とした都市開発（中国）スマートグリッドを核とした都市開発（中国）

天津エコシティ天津エコシティ

中国・シンガポール政府が「中国・シンガポール政府が「エコシティ」エコシティ」
開発に向けた協力に合意（開発に向けた協力に合意（20072007年）年）
中国側とシ ガポ ル側が各々中国側とシ ガポ ル側が各々5050％％中国側とシンガポール側が各々中国側とシンガポール側が各々5050％％
の出資を行い、開発企業を設立の出資を行い、開発企業を設立
＊シンガポール側はファンド資金も活用＊シンガポール側はファンド資金も活用 シンガポール政府シンガポール政府中国政府中国政府

シンガポール政府系企業が設計を担当シンガポール政府系企業が設計を担当

太陽光太陽光

エコシティエコシティ

太陽光太陽光
発電発電

地域地域
冷暖房冷暖房

省エネ省エネ
照明照明

シティシティ
冷暖房冷暖房 照明照明

汚水汚水
ゴミ処理ゴミ処理

将来的には海外展開も企図将来的には海外展開も企図
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再生可能 ギ が大量 導再生可能 ギ が大量 導 さ も安定供給を実現す 強靱な電力 ト クとさ も安定供給を実現す 強靱な電力 ト クと

日本型スマートグリッドの開発方向日本型スマートグリッドの開発方向
○○再生可能エネルギーが大量に導入再生可能エネルギーが大量に導入されても安定供給を実現する強靱な電力ネットワークとされても安定供給を実現する強靱な電力ネットワークと

地産地消モデルの相互補完が日本が目指すべきスマートグリッド地産地消モデルの相互補完が日本が目指すべきスマートグリッド
○２０２０年に向けた系統対策を進めるとともに、○２０２０年に向けた系統対策を進めるとともに、電力ネットワーク全体と地産地消の相互補完電力ネットワーク全体と地産地消の相互補完

関係の可能性を見据えて 技術的課題 社会コスト最小化の観点からの検証が必要関係の可能性を見据えて 技術的課題 社会コスト最小化の観点からの検証が必要関係の可能性を見据えて、技術的課題、社会コスト最小化の観点からの検証が必要関係の可能性を見据えて、技術的課題、社会コスト最小化の観点からの検証が必要

情報収集 最適制御
太陽光発電

リビングルーム

省エネエアコン 大画面テレビ家庭 地域 全域家庭 地域 全域
HEMS

BEMS
曇り

通信ネットワークまた
はリモコンで遠隔操作

ＬＥＤ

バスルーム

省エネエアコン家庭、地域、全域家庭、地域、全域
にわたる連系にわたる連系

＝

GEGE

コ
ジ
ェ

GEGE

家庭・ビル

省エネ節水型バス

電気自動車

ＬＥＤ

家庭用蓄電池

＝
家庭用

燃料電池

エネルギー情報ネット
ワーク

ネ

ローカルエリア
風力発電

エネルギー供給

スマートハウス

太陽熱エネルギー地域 日本全域

晴れ 大規模電源と分散型電源
の最適なネットワーク

熱・水素ネットワーク

スマートビル

スマート
パーキング

コジェネ エネルギーコントロールセンター

GEGE

コ
ジ
ェ
ネ

GEGE

GEGE

GEGE

地域エネルギーネットワーク

GEGE

太陽光発電

スマートストア次世代 SS

スマートスクール

地域エネルギーマネジメント

GEGE

原子力発電

GEGE
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スマートコミュニティの必要性と目標スマートコミュニティの必要性と目標

エネルギー全体の効率的な利用のためには、電気のみならず熱やエネルギー全体の効率的な利用のためには、電気のみならず熱や
運輸部門も含めた総合的な管理を行うためのスマートコミュニティ運輸部門も含めた総合的な管理を行うためのスマートコミュニティ
（社会システム インフラ）を構築することが必要（社会システム インフラ）を構築することが必要（社会システム・インフラ）を構築することが必要（社会システム・インフラ）を構築することが必要

スマートコミュニティスマートコミュニティ
電力インフラ（スマートグリッド）電力インフラ（スマートグリッド）

エネルギーの最終消費のエネルギーの最終消費の
半分は半分は「熱」「熱」の需要の需要熱インフラ熱インフラ

燃料電池燃料電池
工場廃熱・工場廃熱・

ごみ回収利用ごみ回収利用
電力不足時：電気自動車電力不足時：電気自動車→→家庭家庭
電力過剰時：家庭電力過剰時：家庭→→電気自動車電気自動車

スマートスマート
メーターメーター ＨＥＭＳＨＥＭＳ バイオマスコジェネバイオマスコジェネ ごみ回収利用ごみ回収利用

電力のリアルタイム電力のリアルタイム
料金変動と見える化料金変動と見える化 電気自動車を電気自動車を

運輸部門のエネルギー消費の伸び運輸部門のエネルギー消費の伸び
11．．99倍倍（（19731973→→20082008年度）年度）快適さとの両立快適さとの両立

未利用熱等を有効活用した熱のネットワーク構築未利用熱等を有効活用した熱のネットワーク構築

交通インフラ交通インフラライフスタイルの転換ライフスタイルの転換

料金変動と見える化、料金変動と見える化、
機器制御機器制御

電気自動車電気自動車
電力インフラとして活用電力インフラとして活用

エコポイント数エコポイント数
3,2503,250円円

今月電気代今月電気代
○○○円○○○円

本日本日
○○○○○○ KWhKWh

カーシェアリングカーシェアリング エネルギー消費の見える化によるエネルギー消費の見える化による
ライフスタイル変革ライフスタイル変革

BRTBRT（（Bus Rapid TransitBus Rapid Transit））
専用車線を利用した高速バスシステム）専用車線を利用した高速バスシステム）

の導入実証の導入実証

プローブ情報を活用したプローブ情報を活用した
移動支援システム実証移動支援システム実証
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スマート技術に支えられたコミュニティスマート技術に支えられたコミュニティ
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次世代エネルギー・社会システム実証事業次世代エネルギー・社会システム実証事業
（２４年度予算額：１０６．０億円）（２４年度予算額：１０６．０億円）（２４年度予算額：１０６．０億円）（２４年度予算額：１０６．０億円）

○横浜市、豊田市、けいはんな（京都府）、北九州市を実証地域として選定し、平成２３○横浜市、豊田市、けいはんな（京都府）、北九州市を実証地域として選定し、平成２３
年度より、住民の参画を得て、大規模実証実験が本格開始。年度より、住民の参画を得て、大規模実証実験が本格開始。

神奈川県横浜市神奈川県横浜市

[[大都市 大規模型大都市 大規模型]]
＜参加プレーヤー＞＜参加プレーヤー＞

横浜市、東芝、パナソニック、日立、横浜市、東芝、パナソニック、日立、
明電舎 日産 東京ガ 三井不動産など明電舎 日産 東京ガ 三井不動産など

＜参加プレーヤー＞＜参加プレーヤー＞

横浜市横浜市けいはんなけいはんな

金沢地区金沢地区

系統依存度が高い系統依存度が高い
（中央制御）（中央制御）

[[大都市・大規模型大都市・大規模型]]
・実施者・実施者

横浜市 アクセンチュア 日産自動車 東芝 明電舎 パナソニック横浜市 アクセンチュア 日産自動車 東芝 明電舎 パナソニック明電舎、日産、東京ガス、三井不動産など明電舎、日産、東京ガス、三井不動産など
みなとみらい地区、港北ニュータウン、金みなとみらい地区、港北ニュータウン、金

沢地区の広域で地域全体のエネルギー管沢地区の広域で地域全体のエネルギー管
理システムを技術実証。理システムを技術実証。

40004000世帯にＨＥＭＳを導入。世帯にＨＥＭＳを導入。20002000台の台のEE
Ｖによる実証Ｖによる実証

京都府、関西電力、大阪ガス、オムロン、京都府、関西電力、大阪ガス、オムロン、
三菱重工、三菱電機、三菱自動車など三菱重工、三菱電機、三菱自動車など

約９００世帯からなる新興住宅団地にスマート約９００世帯からなる新興住宅団地にスマート
メーターを導入し、デマンドサイドマネジメントをメーターを導入し、デマンドサイドマネジメントを
実施。実施。

港北ニュータ港北ニュータ
ウン地区ウン地区

みなとみみなとみ
らい地区らい地区

横浜市、アクセンチュア、日産自動車、東芝、明電舎、パナソニック、横浜市、アクセンチュア、日産自動車、東芝、明電舎、パナソニック、
東京ガス、東京電力東京ガス、東京電力

・概要・概要

複数部門の総合制御複数部門の総合制御

住宅団地型住宅団地型 広域大都市型広域大都市型

Ｖによる実証。Ｖによる実証。
２万７千ｋ２万７千ｋWWの太の太陽光発電を導入、熱・未陽光発電を導入、熱・未

利用エネルギーの利用。利用エネルギーの利用。

廃棄物発電、下水汚泥を利用したバイオマ廃棄物発電、下水汚泥を利用したバイオマ
ス発電など静脈系インフラ実証も実施。ス発電など静脈系インフラ実証も実施。

単一部門（家庭）のみの制御単一部門（家庭）のみの制御

要要
33地区地区((クラスタークラスター))でで22万万77千千kWkWの太陽光発電の太陽光発電、、4,0004,000世帯にスマート世帯にスマート
ハウスハウス、、2,0002,000台の台のEVEVを普及、・未利用エネルギーの利用も検討を普及、・未利用エネルギーの利用も検討
蓄電池による制御蓄電池による制御 HEMSHEMS BEMSBEMS EVEVを組み合わせたを組み合わせた地域 ネル地域 ネル

戸別住宅型戸別住宅型 地方中核都市型地方中核都市型
＜参加プレーヤー＞＜参加プレーヤー＞

北九州市 富士電機 ズ北九州市 富士電機 ズ

北九州市北九州市
豊田市豊田市

蓄電池による制御、蓄電池による制御、HEMSHEMS、、BEMSBEMS、、EVEVを組み合わせたを組み合わせた地域エネル地域エネル
ギーマネジメントシステムギーマネジメントシステム(6(6～～8,0008,000世帯規模世帯規模))をバーチャルに技術をバーチャルに技術
実証実証 北九州市、富士電機システムズ、北九州市、富士電機システムズ、

日本ＩＢＭ、新日鐵、ＮＴＴ西日本など日本ＩＢＭ、新日鐵、ＮＴＴ西日本など
新日鐵による電力の特定供給地域において、７新日鐵による電力の特定供給地域において、７

０企業、２００世帯にスマートメーターを設置し、リア０企業、２００世帯にスマートメーターを設置し、リア
ルタイムで電力価格を変更するダイナミックプライルタイムで電力価格を変更するダイナミックプライ
シングを実施シングを実施

＜参加プレーヤー＞＜参加プレーヤー＞
豊田市、トヨタ自動車、中部電力、デンソー、豊田市、トヨタ自動車、中部電力、デンソー、
シャープ、富士通、ドリームインキュベータなどシャープ、富士通、ドリームインキュベータなど
６７軒の家庭で６７軒の家庭でHEMSHEMSによる家電の自動制御、Ｖによる家電の自動制御、Ｖ

ｔｏＨ（家庭への放電）の実証。ｔｏＨ（家庭への放電）の実証。

実証実証
33地域のエネルギーマネジメントシステムと大規模系統との相互補地域のエネルギーマネジメントシステムと大規模系統との相互補
完実証。完実証。

シングを実施。シングを実施。
ＨＥＭＳ（ホーム・エネルギー管理システム）によＨＥＭＳ（ホーム・エネルギー管理システム）によ

るエネルギー制御、ＢＥＭＳ（ビル・エネルギー管るエネルギー制御、ＢＥＭＳ（ビル・エネルギー管
理システム）、交通エネルギー管理などによる地理システム）、交通エネルギー管理などによる地
域エネルギー管理システムの実証、構築。域エネルギー管理システムの実証、構築。

家庭 放 実家庭 放 実
３１００台の次世代自動車を普及、渋滞情報等の３１００台の次世代自動車を普及、渋滞情報等の

提供による交通部門のデマンドサイドマネジメント提供による交通部門のデマンドサイドマネジメント
を実施。を実施。 系統依存度が低い系統依存度が低い

（分散制御）（分散制御）

20052005年比で年比で20142014年までに年までに約約66万万44千千tt--CO2(CO2(約約2424％％))を削減を削減



次世代エネルギー技術実証事業
・４地域（横浜市、豊田市、けいはんな、北九州市）の実証を補完する先進的で汎用性の

域 活 等 域 付

日立市（日立製作所、日野自動車等）
「EVバス運用モデル」

鳥取市（鳥取市、中電技術コンサルタント等）
「工場 住宅における ネルギ 融通システムモデル」

１ ５

高い技術の確立や地域エネルギーの活用等、地域に根付いたスマートコミュニティの実証
・平成24は、７件を採択

「EVバス運用モデル」
・非接触充電式のバスを
運行し、様々な路線を
異なった季節に運行をすることにより、最
適なバスの充電、運行等の実証を行う。

「工場－住宅におけるエネルギー融通システムモデル」
・温度の上昇を防ぐための技術（水カーテン式）を用いた太陽光パネルを開発。
・スマートハウス２棟、植物工場、菓子工場で蓄電池を共有。ＣＥＭＳで制御
し、エネルギーの融通を行う。

適な 充 運行等 実証 行う

三重大学（三重大学、富士電機、
シーエナジー等）「直流給電モデル」

・太陽光などの直流電源を

福山市（ツネイシホールディングス等）
「船舶を活用した臨海・防災型ＥＭＳモデル」

・船舶内にＬＮＧ焚き発電機を設置し、ＥＶへ給電を行うシステムを構築。
・工場の太陽光発電で通勤用ＥＶに充電し、家庭用照明に電力を供給。

２

６

太陽光など 直流電源を
直流のまま大学構内の
コンビニに給電。

・温度と湿度を別々に制御するデシカント型
空調システムの実証。

大学構内のエネルギ マネジメントシステム

水俣市（富士電機、テイラーズ熊本、パワーバンクシステム等）
「農漁村型ＥＭＳモデル」

・ハウス栽培に太陽光発電を導入。
カキ養殖用 筏 太陽光発電と蓄電池を搭載し 餌やり 水質監視を自動化

３

・大学構内のエネルギーマネジメントシステム
を構築。

・カキ養殖用の筏に太陽光発電と蓄電池を搭載して餌やり、水質監視を自動化。
・これらをつないだ農村漁村型のエネルギーマネジメントシステムを構築。

１

５

４（２４年度予算額（２４年度予算額
大阪市（川崎重工、大阪ガス、
神鋼環境ソリューションズ等）

「ごみ焼却熱最適利用モデル」

ごみ焼却工場の廃熱をパイプラインを用いず 需要家へ蓄佐世保市ハウステンボス町（双日 People Power等）４

７

１

３
６７

４

２

（２４年度予算額（２４年度予算額
：２７．８億円）：２７．８億円）
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・ごみ焼却工場の廃熱をパイプラインを用いず、需要家へ蓄
熱槽搭載車両で輸送。

・需要家の熱需要をリアルタイムで把握し、最適な輸送管理
を行うマネジメントシステムを構築。

佐世保市ハウステンボス町（双日、People Power等）
「エネルギー使用パターン分析オープンソフトの開発」

・職場等のエネルギー使用状況をセンサーで収集、利用者の行動パ
ターンから無駄を分析し、改善提案を行うソフトウェアを構築。

４



主要地域のスマートグリッドを取り巻く状況主要地域のスマートグリッドを取り巻く状況
・経済成長に伴う人口増大や生活水準の向上等に・経済成長に伴う人口増大や生活水準の向上等に

よってエネルギー需要が増大しており、スマートグよってエネルギー需要が増大しており、スマートグ
リッド等のリッド等のエネルギーインフラの整備推進エネルギーインフラの整備推進

・エネルギーインフラを含めた・エネルギーインフラを含めた都市開発とのセット都市開発とのセットでで・エネルギーインフラを含めた・エネルギーインフラを含めた都市開発とのセット都市開発とのセットでで
進める（天津エコシティなど）進める（天津エコシティなど）

日本型日本型日本型日本型
スマートグリッドスマートグリッド ？？

・・送電インフラが脆弱送電インフラが脆弱で、また電源開発が進まないで、また電源開発が進まない
状況への対応状況への対応

・情報通信技術の導入による停電時間の低減など・情報通信技術の導入による停電時間の低減など
電力系統の信頼性向上電力系統の信頼性向上COCO22を２０２０年までに９０年比でを２０２０年までに９０年比で ２０％削減する目標２０％削減する目標 電力系統の信頼性向上電力系統の信頼性向上

・・再生可能エネルギー再生可能エネルギーを大量導入するための手段を大量導入するための手段
（カリフォルニア州など）（カリフォルニア州など）

・電力需要情報を活用した・電力需要情報を活用した新なサービスなどの創出新なサービスなどの創出
・・NISTNIST（国立標準技術研究所）においてスマートグ（国立標準技術研究所）においてスマートグ

・・COCO22を２０２０年までに９０年比でを２０２０年までに９０年比で ２０％削減する目標２０％削減する目標
・・再生可能エネルギーを大量導入再生可能エネルギーを大量導入するための手段としてするための手段として

推進推進
・ガレージを持たない世帯が電気自動車を路上で充電・ガレージを持たない世帯が電気自動車を路上で充電

するするインフラの整備 普及インフラの整備 普及を推進（フランスなど）を推進（フランスなど） ・・NISTNIST（国立標準技術研究所）においてスマートグ（国立標準技術研究所）においてスマートグ
リッドに関するリッドに関する標準化標準化を検討し、２０１０年までに優を検討し、２０１０年までに優
先分野における先分野における規格開発規格開発

するするインフラの整備・普及インフラの整備・普及を推進（フランスなど）を推進（フランスなど）
・・料金回収率の向上料金回収率の向上のため、スマートメーター導入を推進のため、スマートメーター導入を推進

（イタリアなど）（イタリアなど）
41



次世代電力供給グリッドの開発方向次世代電力供給グリッドの開発方向

電力安定供給電力安定供給 低炭素社会の実現低炭素社会の実現廉価な電力廉価な電力

大規模電力系統大規模電力系統
遠隔地の電源遠隔地の電源
長距離送電長距離送電

自然災害への自然災害への
脆弱性脆弱性

次世代社会インフラの構築次世代社会インフラの構築マイクログリッドマイクログリッド スマートグリッドスマートグリッドパラサイトパラサイト 費用対効果費用対効果次世代社会インフラの構築次世代社会インフラの構築

災害に強いネットワーク災害に強いネットワーク 国境を越えた電力融通国境を越えた電力融通

マイクログリッドマイクログリッド スマ トグリッドスマ トグリッド費用対効果費用対効果

熱有効利用熱有効利用災害に強いネットワ ク災害に強いネットワ ク 国境を越えた電力融通国境を越えた電力融通

地域主導の地域主導の 多国間連系多国間連系

熱有効利用熱有効利用

ゴミ焼却熱ゴミ焼却熱
自立型ネットワーク自立型ネットワーク 電力ネットワーク電力ネットワーク工場排熱工場排熱

4242
スーパーグリッドスーパーグリッドクラスタ拡張型グリッドクラスタ拡張型グリッド

地域熱供給地域熱供給
ネットワークネットワーク 42



災害に強い地域主導型災害に強い地域主導型災害に強い地域主導型災害に強い地域主導型
電力供給インフラストラクチャー電力供給インフラストラクチャー電力供給インフラストラクチャー電力供給インフラストラクチャー

クラスター拡張型スマートグリッドの展開クラスター拡張型スマートグリッドの展開クラスター拡張型スマートグリッドの展開クラスター拡張型スマートグリッドの展開
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地域間エネルギー融通とクラスターの形成地域間エネルギー融通とクラスターの形成

○家屋単位のエネルギー管理よりも、複数間や地域間でのエネルギー融通が効率的
○地域の天候や在宅の有無による需要の違いを利用して、エネルギーの融通
○蓄電池も家屋ごとでなく、一定の世帯数に置くことで、設置コストを低減○蓄電池も家屋ごとでなく、 定の世帯数に置くことで、設置コストを低減
○住宅地域（朝晩の需要が多い）と商業地域（昼の需要が多い）を組み合わせると、エネル

ギーの効率的利用が可能

家屋単位の消費家屋単位の消費 地域間で最適化地域間で最適化地域内での最適化地域内での最適化

晴の地域晴の地域
クラスタークラスター

雨の地域雨の地域 商業地区商業地区雨の地域雨の地域 商業地区商業地区

外出中の家庭から外出中の家庭から
余剰の太陽光発電余剰の太陽光発電
を解列を解列((捨てる捨てる))かか 外出中 家庭から外出中 家庭から

在宅中の家庭へ電力融通在宅中の家庭へ電力融通
を解列を解列((捨てる捨てる))かか
バッテリーに充電バッテリーに充電

-44-



クラスター型電力ネットワークの要素と構成クラスター型電力ネットワークの要素と構成要 構成要 構成

単一クラスターの構造単一クラスターの構造 地産地消の再生可能エネルギーの活用地産地消の再生可能エネルギーの活用単一クラスターの構造単一クラスターの構造 地産地消の再生可能 ネルギ の活用地産地消の再生可能 ネルギ の活用

太陽光発電

風力発電

バイオガス

連系用

バイオマス

風

主インバータ GEGEGEGE

連系用
インバータ

電力供給電力供給
クラスタークラスター商用系統商用系統 エンジン

蓄電池設備
（CVCF/ＰＱモード）

クラスタクラスタ
((電力会社）電力会社）

マイクロ水車

EVへの

幼魚育成施設

需要家
EVへの

急速充電

-45-

幼魚育成施設

養殖場
沿岸設置型波力発電



研究開発の目標と特徴研究開発の目標と特徴
目的 特徴目的 特徴

・・クラスタ拡張型エネルギーシステムの提案とクラスタ拡張型エネルギーシステムの提案と実証試験実証試験
-- 対象地域や集落に適した対象地域や集落に適した規模の規模のエネルギーエネルギー供給ネットワーク（供給ネットワーク（クラスタクラスターー））設置設置

需要の増大需要の増大に応じて随時に応じて随時クラスタクラスタ を増設を増設

目的・特徴目的・特徴

-- 需要の増大需要の増大に応じて随時に応じて随時クラスタクラスターーを増設を増設
-- 相互相互を連系しを連系し結合型ネットワーク結合型ネットワークをを拡張拡張

・・クラスタ拡張型エネルギーシステムの特長クラスタ拡張型エネルギーシステムの特長
再生可能 ネ ギ再生可能 ネ ギ 有効利用有効利用

Cluster Cluster

-- 再生可能エネルギー再生可能エネルギーの有効利用の有効利用
-- 熱及び電熱及び電力貯蔵装置力貯蔵装置の有効活用の有効活用
-- 地域への地域への交流交流//直流電力直流電力供給供給
-- 電動車両への電動車両への急速充電急速充電

GEGE GEGE

GEGEGEGE

Cluster

電動車両への電動車両への急速充電急速充電

・・社会システムとしての役割（電力系統に全面依存しない）社会システムとしての役割（電力系統に全面依存しない）
-- 発展発展してゆく地域での新たしてゆく地域での新たなな地産地消型エネルギー地産地消型エネルギー社会インフラ社会インフラストラクチャーストラクチャー
-- 電力供給ネットワークが電力供給ネットワークが完備されていない完備されていない離島や僻地向け離島や僻地向け-- 電力供給ネットワークが電力供給ネットワークが完備されていない完備されていない離島や僻地向け離島や僻地向け
-- 未電化地域未電化地域を有する途上国向けの供給システムを有する途上国向けの供給システム

・再生可能エネルギーの大量導入・再生可能エネルギーの大量導入のためののための新たなエネルギー新たなエネルギー社会インフラ社会インフラのの構築構築
・相互連系で広域にわたる拡張型電力供給システムの展開が可能で・相互連系で広域にわたる拡張型電力供給システムの展開が可能で災害に強い災害に強い・相互連系で広域にわたる拡張型電力供給システムの展開が可能で・相互連系で広域にわたる拡張型電力供給システムの展開が可能で災害に強い災害に強い
・・安定供給と安定供給とCOCO22排出削減排出削減というエネルギー社会システムの抱える問題解決に貢献というエネルギー社会システムの抱える問題解決に貢献
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従来の配電系統に代わる新たな社会システム改革従来の配電系統に代わる新たな社会システム改革を実現を実現



クラスター内での熱融通による効率向上クラスター内での熱融通による効率向上
大系統

クラスター IPQ

需要家間での熱融通

PV PV PV
蓄電池 FCINV

CVCF

INV 需要家間での熱融通

・設備利用の平準化
・コージェネ等機器の大型化

蓄電池

クラ タ

PQ

コ ジェネ等機器の大型化
・エネルギー機器の稼働率
向上

クラスターII

蓄電池 FC

INV

INV

INV

PQ

省エネルギー
省コスト・CO2

PV PV PV

蓄電池

CVCF 熱
負
荷

コージェネ出力
熱需要

コージェネ
出力 熱需要

熱
負
荷

クラスター内でのエネルギー利用上の利点

・クラスター内では、需要家間での熱融通が可能
キ リ 管理 容易さと支障時 相互支援

時刻

熱需要

需要家1軒での運用

時刻

需要家複数軒での運用
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・セキュリティ管理の容易さと支障時の相互支援



クラスタ拡張型スマートグリッドのミニマル・クラスタクラスタ拡張型スマートグリッドのミニマル・クラスタ

需給制御システム需給制御システム
燃料電池発電燃料電池発電

((発熱発熱))

一人乗り電気自動車一人乗り電気自動車

態監 向 需給態監 向 需給
風力発電風力発電

ウインドファームウインドファーム

スマート状態監視、双方向通信、需給制御スマート状態監視、双方向通信、需給制御

小規模電力小規模電力

需要家需要家

最先端最先端
電動マイクロバス電動マイクロバス

電力電力
貯蔵装置貯蔵装置

電動バス及び電気自動車への電動バス及び電気自動車への
非接触充電システム非接触充電システム

大規模電力大規模電力
需要家需要家

非接触充電システム非接触充電システム

太陽光発電太陽光発電

交直流ループ状供給ネットワーク交直流ループ状供給ネットワーク

GEGEGEGE

電力電力//熱熱同時供給システム同時供給システムコジェネレーションコジェネレーション
48



リチウムイオンキャパシタを適用した太陽光リチウムイオンキャパシタを適用した太陽光
発電の出力安定化に関する技術開発発電の出力安定化に関する技術開発発電の出力安定化に関する技術開発発電の出力安定化に関する技術開発

((平成平成2222年度年度NEDONEDO新エネルギーベンチャー技術革新新エネルギーベンチャー技術革新緑事業緑事業))

研究目的研究目的

太陽光が既存の配電系統に大量に導入された場合の課題太陽光が既存の配電系統に大量に導入された場合の課題

・天候変化に伴う出力変動・天候変化に伴う出力変動((短時間の変動短時間の変動))天候変化に伴う出力変動天候変化に伴う出力変動((短時間の変動短時間の変動))

・離島などの小規模自律系統のおける系統周波数調整能力・離島などの小規模自律系統のおける系統周波数調整能力

の不足の不足

電源側の対策として新型太陽光発電システムの開発電源側の対策として新型太陽光発電システムの開発

①リチウムイオンキャパシタを備えた新型太陽光発電システムの設計①リチウムイオンキャパシタを備えた新型太陽光発電システムの設計

②定格出力②定格出力4kW4kWの試作機による実証試験の試作機による実証試験

4949(a)シミュレーション結果 (a)実証実験結果



ククリーンエネルギーによるスマートグリッド実証調査リーンエネルギーによるスマートグリッド実証調査
((水俣市平成水俣市平成2222年度年度緑の分権改革推進事業緑の分権改革推進事業））((水俣市平成水俣市平成2222年度年度緑の分権改革推進事業緑の分権改革推進事業））

CO2
研究目的

環境性
熊本県水俣市を緑の分権改革の対象サイトとして、波力発

電、中小水力発電等の再生可能エネルギーを中心とした水

俣市版スマートグリッド構築のために実証試験、システム全

体の運用試験を実施し その有効性を確認する

経済性エネルギー

CostkWh

体の運用試験を実施し、その有効性を確認する。

研究内容

再生可能エネルギーを核としたスマートグリッド構築のため再生可能エネルギーを核としたスマートグリッド構築のため

の調査と、実際の実証試験の大きく2つからなる。
①スマートグリッド構築のための調査

国内外のスマートグリッドの最新技術動向の調査

再生可能エネルギ のスマ トグリッド化実現可能性調査

系統配線図

水力発電系統(独立系統)

再生可能エネルギーのスマートグリッド化実現可能性調査

②水俣市版スマートグリッドの実証試験の実施と維持管理

各発電機の運用状況・実績データ分析

自律系統構築のための制御方法検討
商用系統

太陽光発電
出力単相3線200V

容量3kW

燃料電池発電
出力単相3線200V

容量750kW

PCS PCS PCS

波力発電
出力単相3線200V

容量1kW
照明等の負荷
消費電力34W以下

水力発電
出力単相3線200V

容量100W

担当の研究内容

①各発電機の運用・制御方法の検討

～
単相3線

200V

照明負荷

商用系統 AC/ACコンバータ
定電圧動作

入力単相3腺200V
出力単相2線200V

容量1kVA(2kVA,10s)
サイン波歪率1%以下

充電コントローラ
入力単相3腺200V
出力DC60V 16A

系統連系用インバータ
容量900W(連続動作)
出力単相3線200V

共同研究者, 各担当

変換トランス
単相2線? 単相3線

容量: 2kVA
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②各発電機・負荷の接続方法と容量選定

③導入効果シミュレーションと実績データ分析

照明負荷
消費電力1kW以下

出力DC60V,16A 出力単相3線200V

蓄電池
48V×4

容量3.0kWh相当

プロジェクト責任者: (株)建設技術研究所
波力発電: 山口大学羽田野研究室
燃料電池発電: 熊本大学田中研究室
水力発電: 信州大学池田研究室
システム設計・運用: 早稲田大学横山研究室



水俣市スマートグリッド実証システムの水俣市スマートグリッド実証システムの
クリーンエネルギー機器構成と制御クリーンエネルギー機器構成と制御クリーンエネルギー機器構成と制御クリーンエネルギー機器構成と制御

海水循環ポ プ海水循環ポンプ
容量４KW
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本庄スマートタウンにおけるエネルギー管理システム本庄スマートタウンにおけるエネルギー管理システム

・Ｈ２３～２５年度店舗等商業施設に
関わる実証実験システム「分散電

オフ スビル

広域エネルギーマネジメント広域エネルギーマネジメント

上位
ＥＭＳ

デマンドレスポンス

CEMS

関 実証実験 分散
源ＥＭＳ」の事業化

・エネルギー（電気・熱）の最適融通
を実現するためには、比較的近隣

大型
商業施設

オフィスビル

集合
住宅

ＥＭＳ ＥＭＳ

分散電源

エ
ネ
ル
ギ

ビ
ル

実 比 隣
エリアでの需給の位置関係が必要

・系統電力からの独立を目指すの
ではなく、系統電力との共存を前提

病院

ホテル

ＥＭＳ

ギ
ー
融
通

ＥＭＳ

分散電源ＥＭＳ分散電源ＥＭＳ

共 提
に、ムダを減らし、ＣＯ２削減を目標

ＥＭＳ

【街へ拡大】

学校
・ エネルギー融通による需要の平準化/ピークカット
・ エネルギー地産地消/熱の有効利用
・ デマンドレスポンスによる省エネ

ＥＭＳ

分散電源ＥＭＳ分散電源ＥＭＳ

エリアマネジメントエリアマネジメント

ＥＭＳ

需要設備需要設備

分散電源分散電源

需要設備

エネルギーの融通エネルギーの融通

分散電源 分散電源

蓄電地

監視制御 監視制御

需要設備

蓄電地

蓄電地

自営網

メータメータ
メータメータ

メータメータ

メータメータ
監視制御監視制御

蓄電地
メータメータ
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【【建物間のエネルギー融通建物間のエネルギー融通】】
・ エネルギー（電気・熱）監視、制御
・ 最適バランス
・ 分散型電源、系統、蓄エネ、需要 【【同一エリア内での建物間のエネルギー融通同一エリア内での建物間のエネルギー融通】】

蓄電地 蓄電地

蓄電地メ タメ タ

例）同一エリア
・ ショッピングモール
・ 企業の事業場
・ 工場団地
・ ｅｔｃ・・・



本庄スマートタウンのシステム構成と熱電フロー本庄スマートタウンのシステム構成と熱電フロー

需要側

太陽光発電3kW

スーパーマーケット供給側：コ・ジェネレーションシステム

太陽熱温水9kW

イ

クーリングタワー

照明・エアコン・模擬負荷（投光器）

ファンコイル
ユニット

③店舗需要機器
・冷蔵ショーケース３
・コンデシングユニット

吸着冷凍機10kW

ガスエンジン10kW

・コンデシングユニット
・ドリンクケース１
・小型冷蔵庫４
・冷凍リーチイン１
・温蔵庫２
・ウオータークーラー１

③店舗需要機器
・ガスレンジ１
・給湯設備１

監視制御

温水タンク

・ウオータークーラー１

バックヤード

監視制御
システム

③店舗需要機器
ガスレンジ１

照明・エアコン・模擬負荷（投光器）

飲食店舗厨房

・ガスレンジ１
・給湯設備１
・食器洗浄機１

SOFC

②蓄熱システム
・エンジン排熱温水温度制御
・蓄熱システム
・暖房用熱交換器

⑤追加発電設備

系統電力
都市ガス

道
EMSプロトタイプ

SOFC
5kW

①店舗計測・制御
室内外温度湿度計測
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水道
プ トタイプ
（ＮＥＣ）

H24導入 H25導入

・室内外温度湿度計測
・日射量計測
・計測・制御設備（配電盤等）



（ ）年度“ 散 プ プ” 状

本庄スマートタウンでのエネルギー利用最適化本庄スマートタウンでのエネルギー利用最適化

■ Ｈ２４（２０１２）年度“分散電源ＥＭＳプロトタイプ”開発状況

【分散電源ＥＭＳとは】
・ 最適化アルゴリズムに準拠して分散電源設備や負荷設備及び、

需要家応答を制御することで、エネルギーの最適利用と消費の

最適制御アルゴリズム

監視機能
基本情報

機能

エネルギー見える化エネルギー見える化

均衡維持を図るシステム
・ プロトタイプとは、実用化前の試作版プログラム構築

■ 実証店舗による実証実験 外部
情報

運転状況
収集機能

集約・積算
機能

需給計画
機能

計画送付
機能

メッセージ
通知機能

デマンドレスポンスデマンドレスポンス

エリア対応エリア対応
（建物間エネルギー融通）（建物間エネルギー融通）・ 複合商業施設を想定した、電気と熱の融通実験

ＩＰ網

監視制御システム
＜レストラン＞

実証実験

分散電源 需要側

モニタリング情報 制御
需要抑制
促進案内

商用電源

監視制御システム

上位ＥＭＳ連携対応上位ＥＭＳ連携対応
（地域ＥＭＳを想定）（地域ＥＭＳを想定）

【機能関連図】

・ 需要側は、スーパー、レストランの実店舗モデル
・ 分散電源システム全体の性能評価を実施し、ＥＭＳ実用化へ反映

－ＴＯＰ画面－

ＩＰ網
インターネット

監 量 等 Ｌ Ｗ ｋ

エネルギーマネジメント
分散電源等

エネルギーマネジメント
制御システム

【プロトタイプ画面イメージ】

分散電源 需要側商用電源 【機能関連図】

－ＣＯ２排出量画面－

系統電力

太陽光発電
＆太陽熱温水

電気

空調空調 空調 空調空調

レストランレストラン スーパースーパー

監視センサー、ＣＴ、流量計、ガスメータ等 ＬｏｎＷｏｒｋｓ

負荷設備
等

－需要側オペレーション画面－
ガス・水

ガス・水

ＳＯＦＣ
（燃料電池）

ＰＣＳ

分電盤
分電盤

空調空調

オープン
ケース
冷蔵庫

オープン
ケース
冷蔵庫

ドリンク
ケース

空調

冷蔵庫
ガスレンジ食洗機

ＰＣＳ

空調空調

冷冷

エネルギー 融通エネルギー（電気・熱）の融通

54
吸着冷凍機

熱熱
ガスエンジン

ガス 水

熱交換器

ＰＣＭ蓄
熱

【複合商業施設実験店舗】

エネルギ 融通エネルギ （電気 熱）の融通

画面イメージは開発中のものです。



エネルギー自立型災害対応スマートマンションエネルギー自立型災害対応スマートマンション

トリプル発電トリプル発電 ((３つの自家発電システム）３つの自家発電システム）

①ＬＰガスによるコージェネ

② ガ よ 燃料電池

エネルギーのエネルギーの
「「地産地消地産地消」」

②ＬＰガスによる燃料電池

③太陽光発電

余剰電力を蓄える蓄電システム余剰電力を蓄える蓄電システム

電力会社に全面依存せず、電力電力会社に全面依存せず、電力
のの66割以上を自前割以上を自前の電源で供給の電源で供給

余剰電力を蓄える蓄電システム余剰電力を蓄える蓄電システム

（リチウムイオン電池使用）（リチウムイオン電池使用）

災害時にも電気やガ に困らない 「環境 と「家計 に

余剰電力は貯蔵し、必要時の放余剰電力は貯蔵し、必要時の放
電により電により電力平準化電力平準化に貢献に貢献

災害時にも電気やガスに困らない
災害対応型マンション

「環境」と「家計」に
やさしいマンション

自立型のため停電時でも生活に必要な電力を供給 従来と比べCO2を約３割削減

◆構造規模：ＲＣ構造
地下１階、地上６階、戸数１５戸

割

地下 階、地上 階、戸数 戸
1F：体験型ショールーム
2F：コミュニティスペース（一部住居）
2F～6F： 居住スペース
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◆建設主体：レモンガス株式会社、ALFY橋本
◆完成：2012年5月28日



自立型災害対応スマートマンションの自立型災害対応スマートマンションの

機器構成とエネルギ フロ機器構成とエネルギ フロ
電力会社電力会社 ガスの流れガスの流れ

電気の流れ電気の流れ
太陽電池太陽電池8.3kw8.3kw

機器構成とエネルギーフロー機器構成とエネルギーフロー

変電設備変電設備 排熱の流れ排熱の流れ

空調の流れ空調の流れ

GEGEGEGE

蓄電池蓄電池
24Kw24Kw EVEV急速充電器急速充電器各階無停電回路へ各階無停電回路へ

コージェネ（コージェネ（10kw10kw××22台）台）
GEGEGEGE

バッファタンクバッファタンク
GHPGHP

地下タンク地下タンク
（（LPLPガス）ガス）

住戸分電盤住戸分電盤
無停電回路へ無停電回路へ ショールーム２ショールーム２FF 空調空調

無停電回路へ無停電回路へ 給湯給湯
床暖床暖

足湯足湯

ショールーム１ショールーム１FF 空調空調

ショールーム分電盤ショールーム分電盤
エネファームエネファーム

足湯足湯
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自立型災害対応スマートマンションの効用自立型災害対応スマートマンションの効用

ボイラー ３％

コ ジ ネ発電

太陽光発電
15％

冷房

自立型災害対応自立型災害対応
スマートマンションスマートマンション

暖房
26％

コージェネ発電
５３％

冷房
2％

電力：全電力の 68％
をカバー

（コ ジ ネ+太陽光分）

熱動

動力照明
36％

（コージェネ+太陽光分）

熱 ：全熱量の 97％
をカバー

熱動力
をカバー

（排熱利用分）
（年間エネルギー量での試算）

給湯厨房 コ ジェネ排熱利用

注：ショールームエネルギー（電気・
床暖房）は除く。

給湯
29％

厨房
7％

系統電力

コージェネ排熱利用
９７％
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商用利用

ガスボイラーの補助熱源

出展：日本経済エネルギー研究所



災害に強いクラスター拡張型電力インフラ災害に強いクラスター拡張型電力インフラ
次世代の新エネルギ 社会システム次世代の新エネルギ 社会システム次世代の新エネルギー・社会システム次世代の新エネルギー・社会システム

クラスター拡張型電力供給システム
風力発電

通信基地

クラスタ 拡張型電力供給システム

行政ビル通信基地

メガソ ラ

電力供給
クラスター

医療施設

メガソーラ

蓄電装置
ガスタービン

バイオマス

緊急避難所 高齢者住宅

小型水力

太陽光発電

バイオマス

商業・オフィス街

小型水力

早稲田大学 横山隆一研究室作成

住宅街 工業地帯
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スマートコミュニティ導入促進等事業費補助金スマートコミュニティ導入促進等事業費補助金

○復興フ ズにある地域では 災害○復興フ ズにある地域では 災害

事業の内容事業の内容 事業イメージ事業イメージ

事業の概要・目的事業の概要・目的 スマートコミュニティのイメージスマートコミュニティのイメージ
平成２３年度第三次平成２３年度第三次

○復興フェーズにある地域では、災害○復興フェーズにある地域では、災害
に強いまちづくりとして再生可能エネに強いまちづくりとして再生可能エネ
ルギーの活用を中心としたスマートコルギーの活用を中心としたスマートコ
ミュニティを構築するためのマスターミュニティを構築するためのマスター

次世代自動車・バスを次世代自動車・バスを
電力インフラとして活用電力インフラとして活用

風力発電風力発電
バイオマス発電バイオマス発電

集中電源集中電源

産業エリア産業エリア

平成 年度第 次平成 年度第 次
補正予算額補正予算額
８０．６億円８０．６億円

ミュニティを構築するためのマスタミュニティを構築するためのマスタ
プランの策定支援プランの策定支援

○自治体と共に作られたマスタープラン○自治体と共に作られたマスタープラン
に基づく、スマートコミュニティ構築補に基づく、スマートコミュニティ構築補
助助

電力インフラとして活用電力インフラとして活用

電力不足時：電気自動車電力不足時：電気自動車→→家庭家庭
電力余剰時：家庭電力余剰時：家庭→→電気自動車電気自動車

防災拠点に再生可能防災拠点に再生可能
エネルギーと蓄電池、エネルギーと蓄電池、

コジェネを整備コジェネを整備
商業エリア商業エリア

メガソーラーメガソーラー

電気・燃料電池バス電気・燃料電池バス

ＢＥＭＳＢＥＭＳ

助助
スマートコミュニティの具体例スマートコミュニティの具体例

・・ 防災拠点に再生可能エネルギーと蓄防災拠点に再生可能エネルギーと蓄
電池、コジェネを整備電池、コジェネを整備

GEGEGEGE

商業 リ商業 リ

産業エリア産業エリア

地域冷暖房・コジェネ地域冷暖房・コジェネ

電池、コジェネを整備電池、コジェネを整備
・・ 地域のビルや家庭の単位でも、再生地域のビルや家庭の単位でも、再生

可能エネルギー、蓄電池等を活用可能エネルギー、蓄電池等を活用
・・ コントロールセンターを設置し、地域コントロールセンターを設置し、地域

の需給バランスを調整の需給バランスを調整

住宅エリア住宅エリア
再生可能エネルギーを再生可能エネルギーを
最大限に活用する災害最大限に活用する災害

にも強い家づくりにも強い家づくり

ＨＥＭＳＨＥＭＳ
（ホームエネルギーマネジメントシステム）（ホームエネルギーマネジメントシステム）

コントロールセンターコントロールセンター
エネルギーエネルギー

の需給バランスを調整の需給バランスを調整

補助補助
民間民間

条件（対象者、対象行為、補助率等）条件（対象者、対象行為、補助率等）

民間民間
補助補助

（定額）（定額）

大型蓄電池大型蓄電池
再生可能エネルギーの変動にあ再生可能エネルギーの変動にあ
わせてわせて
需給バラン需給バラン
スを調整スを調整

太陽光発電太陽光発電

燃料電池燃料電池

次世代自動車・次世代自動車・
蓄電池蓄電池

マネジメントシステムマネジメントシステム

国国
（定額・２／３）（定額・２／３） 民間民間

団体団体
等等

民間民間
団体団体
等等

（定額）（定額）
を調整を調整蓄電池蓄電池

資源エネルギー庁新産業・社会システム推進室資源エネルギー庁新産業・社会システム推進室 0303--35803580--24922492
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パッケージ型エネルギーインフラの提供パッケージ型エネルギーインフラの提供

パッケージ型インフラ海外展開パッケージ型インフラ海外展開

20102010年年66月に閣議決定された「月に閣議決定された「新成長戦略」新成長戦略」において、アジア展開における国家戦略プにおいて、アジア展開における国家戦略プ
ジ クトとして「ジ クトとして「パ ケ ジ型インフラ海外展開パ ケ ジ型インフラ海外展開」を推進しており ここで提案する」を推進しており ここで提案するクラスクラスPowerPower

Battery Energy 
Storage System

Interconnection
Inverter

(PQ-Mode)
ロジェクトとして「ロジェクトとして「パッケージ型インフラ海外展開パッケージ型インフラ海外展開」を推進しており、ここで提案する」を推進しており、ここで提案するクラスクラス
ター拡張型電力供給ネットワークター拡張型電力供給ネットワークはそのパッケージ型インフラの実現システムはそのパッケージ型インフラの実現システム

Cluster
Ａ

GEGEGEGE

Power Power 
SystemSystem

(Utility Grid(Utility Grid））

Storage System

クリーンエネルギー技術クリーンエネルギー技術 自律的な地域型電力供給ネットワーク自律的な地域型電力供給ネットワーク

電力インフラが十分でない電力インフラが十分でない途上国途上国においてにおいて
は 地域や集落特性に合わせたは 地域や集落特性に合わせた適正規模適正規模のの

GEGEGEGE

は、地域や集落特性に合わせたは、地域や集落特性に合わせた適正規模適正規模のの
電力供給ネットワークを設置する。それを増電力供給ネットワークを設置する。それを増
設し、相互間を連結することにより設し、相互間を連結することにより再生可能再生可能
エネルギーを核とした自律的な電力供給エネルギーを核とした自律的な電力供給
ネットワークネットワークを構築を構築

開発途上国での開発途上国での電力電力、、通信手段通信手段、、飲料水飲料水の供給の供給

Cluster
B

Cluster
C

GEGEGEGE

現地における現地における技術者の育成技術者の育成を行うことによりを行うことにより 産業成長産業成長にに

開発途上国での開発途上国での電力電力、、通信手段通信手段、、飲料水飲料水の供給の供給

現地における現地における技術者の育成技術者の育成を行うことにより、を行うことにより、産業成長産業成長にに
貢献でき、貢献でき、雇用創出雇用創出だけでなく、だけでなく、貧困層の救済貧困層の救済に寄与に寄与

:Water Supply
:Electricity Supply
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国境を越えた国境を越えた
電力供給インフラストラクチャ電力供給インフラストラクチャ

国境を越えた国境を越えた
電力供給インフラストラクチャ電力供給インフラストラクチャ電力供給インフラストラクチャー電力供給インフラストラクチャー

スーパーグリッドによる国際間電力融通スーパーグリッドによる国際間電力融通

電力供給インフラストラクチャー電力供給インフラストラクチャー
スーパーグリッドによる国際間電力融通スーパーグリッドによる国際間電力融通スーパーグリッドによる国際間電力融通スーパーグリッドによる国際間電力融通スーパーグリッドによる国際間電力融通スーパーグリッドによる国際間電力融通

61



欧州におけるスーパ欧州におけるスーパ--グリッド構想グリッド構想欧州におけるスーパ欧州におけるスーパ--グリッド構想グリッド構想
-- 電力スーパーグリッドは、一つの国でつくられた電力スーパーグリッドは、一つの国でつくられたグリーン電力グリーン電力を、数千を、数千

キロに及ぶキロに及ぶ海底ケーブル海底ケーブルを通じて、を通じて、他国へ送る他国へ送る電力ネットワーク電力ネットワーク
沖合に くられる風力発電地帯も いく かの国々に接続沖合に くられる風力発電地帯も いく かの国々に接続可能可能-- 沖合につくられる風力発電地帯も、いくつかの国々に接続沖合につくられる風力発電地帯も、いくつかの国々に接続可能可能

-- 英国の電力需要が低く、風力が速い時に、英国沿岸沖でつくられた英国の電力需要が低く、風力が速い時に、英国沿岸沖でつくられた
余剰風力余剰風力エネルギーをエネルギーをノルウェーノルウェーに送り、水力発電所の水に送り、水力発電所の水ををポンプでポンプで余剰風力余剰風力エネルギ をエネルギ をノルウェノルウェ に送り、水力発電所の水に送り、水力発電所の水ををポンプでポンプで
揚げるのに揚げるのに活用。活用。

-- 水力でつくられた電力は、英国の電力需要が高くて、風が水力でつくられた電力は、英国の電力需要が高くて、風が 吹いていな吹いていな
い時に 英国にい時に 英国に送電するなどの送電するなどの国際間電力融通国際間電力融通い時に、英国にい時に、英国に送電するなどの送電するなどの国際間電力融通国際間電力融通
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欧州における北海スーパ欧州における北海スーパ--グリッド構想グリッド構想欧州における北海スーパ欧州における北海スーパ--グリッド構想グリッド構想
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欧州における北海スーパ欧州における北海スーパ--グリッド構想グリッド構想欧州における北海スーパ欧州における北海スーパ--グリッド構想グリッド構想
-- スーパーグリッド構想とは、スーパーグリッド構想とは、北海に建設される洋上風力発電北海に建設される洋上風力発電を高圧直流送電を高圧直流送電

（（HVDCHVDC）で結び、）で結び、国家間の電力取引国家間の電力取引がが可能可能

-- 各種の各種の計画はすべて計画はすべてHVDCHVDCによるものであり、またによるものであり、またノルウェーの水力発電ノルウェーの水力発電を背景を背景

-- 議論は、議論は、TENTEN--EE（（欧州横断エネルギーネットワーク欧州横断エネルギーネットワーク：：Trans European NetworkTrans European Network））

のプロジェクトとしてのプロジェクトとして20072007年から議論が始まっており 「年から議論が始まっており 「EU‘s Strategic EnergyEU‘s Strategic Energyのプロジェクトとしてのプロジェクトとして20072007年から議論が始まっており、「年から議論が始まっており、「EU s Strategic EnergyEU s Strategic Energy

Review2008Review2008」の中では、主要プロジェクトとして位置」の中では、主要プロジェクトとして位置付け付け

-- 20092009年年99月にスウェーデン政府がホスト国として、「月にスウェーデン政府がホスト国として、「European Policy WorkshopEuropean Policy Workshop

on Offshore Wind Power Deploymenton Offshore Wind Power Deployment」が開かれ、このワークショップで北海」が開かれ、このワークショップで北海

ををグリッドでグリッドで連系することを連系することを宣言宣言

20092009年年1212月の月のEU9EU9カ国（ドイツ フランス ベルギ オランダ ルクセンブルグカ国（ドイツ フランス ベルギ オランダ ルクセンブルグ-- 20092009年年1212月の月のEU9EU9カ国（ドイツ、フランス、ベルギー、オランダ、ルクセンブルグ、カ国（ドイツ、フランス、ベルギー、オランダ、ルクセンブルグ、

デンマーク、スウェーデン、イギリス、アイルランド、）エネルギー担当閣僚会議デンマーク、スウェーデン、イギリス、アイルランド、）エネルギー担当閣僚会議

でフォローアップされており、「でフォローアップされており、「The North Seas Countries’ offshore gridThe North Seas Countries’ offshore gridでフォ アップされており、でフォ アップされており、 g dg d

initiativeinitiative」が発表され」が発表され、、20102010年にノルウェーが参加し、年にノルウェーが参加し、1010カ国カ国 が参加が参加

-- The North Seas Countries’ offshore grid initiativeThe North Seas Countries’ offshore grid initiativeにに、、20102010年の後半までに年の後半までに

グリ ド計画を明確化する とが記載グリ ド計画を明確化する とが記載
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グリッド計画を明確化することが記載グリッド計画を明確化することが記載

-- EWEAEWEAなど団体や非政府機関によなど団体や非政府機関によりり様々な計画様々な計画が提案が提案



EWEAEWEAによるスーパによるスーパ--グリッド構想グリッド構想EWEAEWEAによるスーパによるスーパ--グリッド構想グリッド構想
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ローマクラブによるローマクラブによるDESERTECDESERTEC構想構想ローマクラブによるローマクラブによるDESERTECDESERTEC構想構想
-- DESERTECDESERTEC構想構想は、ローマクラブによって提唱されたもので、は、ローマクラブによって提唱されたもので、北アフリカ地域北アフリカ地域で太で太

陽熱発電や太陽光発電によって発電された電力を陽熱発電や太陽光発電によって発電された電力をHVDCHVDCによって欧州へによって欧州へ輸送す輸送す
ることが目的ることが目的ることが目的ることが目的

-- 計画のスパンとしては、北海スーパーグリッド構想よりもずっと長いスパンで考えら計画のスパンとしては、北海スーパーグリッド構想よりもずっと長いスパンで考えら
れており、れており、20502050年を見据えて年を見据えてのの計画計画

-- 20092009年に年にDesertecDesertec構想の実現のため 太陽熱発電事業者や構想の実現のため 太陽熱発電事業者やHVDCHVDC業者など業者など1212-- 20092009年に年にDesertecDesertec構想の実現のため、太陽熱発電事業者や構想の実現のため、太陽熱発電事業者やHVDCHVDC業者など業者など1212
事業者が参画して、事業者が参画して、DesertecDesertec industrial initiative(DII)industrial initiative(DII)が設立されが設立され、、ドイツが先頭ドイツが先頭
になって進めている、になって進めている、
DIIDIIはは20502050年までに 砂漠と地中海に広がる電力ラインを通して年までに 砂漠と地中海に広がる電力ラインを通してヨ ロ パの電力ヨ ロ パの電力-- DIIDIIはは20502050年までに、砂漠と地中海に広がる電力ラインを通して年までに、砂漠と地中海に広がる電力ラインを通してヨーロッパの電力ヨーロッパの電力
のの1515％を供給％を供給することを目標することを目標

-- この計画は昨年のこの計画は昨年の1111月に着手されたもので、参加企業には世界最大の保険会月に着手されたもので、参加企業には世界最大の保険会
社、社、ミュンヘン保険をはじめ、シーメンス、エーオン、アセア・ブラウン・ボベリ、ミュンヘン保険をはじめ、シーメンス、エーオン、アセア・ブラウン・ボベリ、
ドイツ銀行ドイツ銀行などドイツ最大のエンジニアリング会社や総合電機大手などドイツ最大のエンジニアリング会社や総合電機大手が参画が参画

-- DIIDIIは、は、40004000億ユーロ億ユーロを投じて南欧、北アフリカのを投じて南欧、北アフリカの集熱型太陽エネルギー集熱型太陽エネルギー CPSCPS
（鏡を使って太陽光線を液体の入ったボイラーに貯め、蒸気を発生させて発電（鏡を使って太陽光線を液体の入ったボイラーに貯め、蒸気を発生させて発電
タービンを駆動させるという仕組みタービンを駆動させるという仕組み）を使用）を使用

-- この技術そのものは何も目新しいものではなこの技術そのものは何も目新しいものではなく、く、アメリカではもう何十年もアメリカではもう何十年もCSPCSP工工
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この技術そのものは何も目新しいものではなこの技術そのものは何も目新しいものではなく、く、アメリカではもう何十年もアメリカではもう何十年もCSPCSP工工
場が稼動しているし、スペインも多くを建設してきた。しかし場が稼動しているし、スペインも多くを建設してきた。しかしDIIDIIプロジェクトは、プロジェクトは、そそ
の史上最大規模の史上最大規模



ローマクラブによるローマクラブによるDESERTECDESERTEC構想構想ローマクラブによるローマクラブによるDESERTECDESERTEC構想構想クラブによるクラブによる CC構想構想クラブによるクラブによる CC構想構想

67



DESERTECDESERTEC構想の進捗状況構想の進捗状況DESERTECDESERTEC構想の進捗状況構想の進捗状況
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スーパーグリッドスーパーグリッド実現の要件実現の要件スーパーグリッドスーパーグリッド実現の要件実現の要件

-- ヨーロッパ、中東そして北アフリカを相互に結ぶ電力システムのヨーロッパ、中東そして北アフリカを相互に結ぶ電力システムの主主
要原則要原則（（最も効率的で資源豊富な再生可能エネルギーをスマート最も効率的で資源豊富な再生可能エネルギーをスマート
ミックスミックス）は以下である。）は以下である。

・・北アフリカと中東の砂漠における北アフリカと中東の砂漠における
太陽熱発電太陽熱発電太陽熱発電太陽熱発電

・・北西アフリカ、北ヨーロッパ、北西アフリカ、北ヨーロッパ、
西欧西欧沿岸地域沿岸地域のの風力発電風力発電西欧西欧沿岸地域沿岸地域のの風力発電風力発電

・・日照の多い地域における日照の多い地域における
太陽光発電太陽光発電

・・アルプス山脈、ピレネー山脈、アアルプス山脈、ピレネー山脈、ア
トラス山脈の山岳地域におけるトラス山脈の山岳地域における
水力発電水力発電水力発電水力発電

・・地理的条件に合致する場所での地理的条件に合致する場所でのバイオマスおよび地熱発電バイオマスおよび地熱発電
-- 低ロス・長距離送電が可能な低ロス・長距離送電が可能なHVDCHVDC送電線のスーパーグリッドでヨー送電線のスーパーグリッドでヨー

69

低ロス 長距離送電が可能な低ロス 長距離送電が可能なHVDCHVDC送電線のス パ グリッドでヨ送電線のス パ グリッドでヨ
ロッパ、北アフリカ、中東間を相互接続ロッパ、北アフリカ、中東間を相互接続



地中海地域における地中海地域における
再生可能 ネルギ 分布再生可能 ネルギ 分布

地中海地域における地中海地域における
再生可能 ネルギ 分布再生可能 ネルギ 分布再生可能エネルギー分布再生可能エネルギー分布再生可能エネルギー分布再生可能エネルギー分布
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砂漠と草原の再生可能エネルギー活用砂漠と草原の再生可能エネルギー活用砂漠と草原の再生可能エネルギー活用砂漠と草原の再生可能エネルギー活用

71



太陽熱発電の可能性と既存技術太陽熱発電の可能性と既存技術太陽熱発電の可能性と既存技術太陽熱発電の可能性と既存技術

72トラフ型 フルネル型 タワー型パラボラ型



日本関連の日本関連のスーパーグリッド構想スーパーグリッド構想日本関連の日本関連のスーパーグリッド構想スーパーグリッド構想
-自然エネルギー財団を率いる孫
正義氏と、師匠筋にあたる環境
エネルギー政策研究所所長・現エネルギ 政策研究所所長 現
総合資源エネルギー調査会委
員 の飯田哲也氏が提唱している
日本国 内での 「スーパーグリッド日本国 内 リ ド
構想」

-将来的には、日本を含めアジア
各国を大容量の高圧送電線で各国を大容量の高圧送電線で
連結し、互いに電力を融通

（出典：自然エネル ギー財団資料）

北海道の一番北の稚内から九-北海道の 番北の稚内から九
州の福岡まで広域縦断連系

-このような直流の基幹線を整備
する とによ 東西で異なるすることによって、東西で異なる
周波数問題 がなくなり、たとえば
稚内で発電した太陽光や風力に
よる電力を首都圏やその他の各
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よる電力を首都圏やその他の各
地に送ることも可能



東東アジアスーパーグリッド構想アジアスーパーグリッド構想東東アジアスーパーグリッド構想アジアスーパーグリッド構想
- 日本は、東北大震災とそれに伴う津波による打撃で、大きく低下した

電力供給の安定回復というもう一つのカベも長期戦で乗り越える必要
があり 2012年が開始時期があり、2012年が開始時期

- 経済人や学者らで構成する日本創成会議（座長：増田寛也・東大大
学院客員教授、元総務相）は、孤立している日本の電力網（グリッド）を
外国と相互接続し、国境を越えて電力を融通しあう仕組みを提唱

- 手始めに、韓国との間で双方のグリッドをつなぐ海底ケーブルを敷設
する計画を提案する計画を提案

- 敷設場所は、基幹ケーブル
の日本側の末端である福岡
からは、東日本に向けて伸び
る日本列島に別の海底ケー
ブルを設置ブルを設置

-基幹ケーブルは、日本の電力
会社が東西各地で運用する
グリ ドに 交流 直流変換設

74

グリッドに、交流・直流変換設
備を介して接続



アジアスーパーグリッドアジアスーパーグリッドの効用の効用アジアスーパーグリッドアジアスーパーグリッドの効用の効用

・アジア諸国において、低ロス・
長距離送電が可能なHVDC送長距離送電が可能なHVDC送
電線のスーパーグリッドで発電
地域と消費中心地を相互接続
対象国：モンゴル 中国 日本・対象国：モンゴル、中国、日本、
韓国、北朝鮮、ベトナム、タイ、
ラオス、カンボジア、ミャンマー
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ASEANASEANパワーパワーグリッドグリッド(APG)(APG)構想構想ASEANASEANパワーパワーグリッドグリッド(APG)(APG)構想構想

ASEANASEANパワーグリッドの特長パワーグリッドの特長
・ASEAN諸国間での電力国際
融通

・電力を通した国際間の融和
中国はずし・中国はずし

出典：ジャック・カサッザ原著 EIT電力発展史研究会訳補・編
「忘れられたルーツ 電力産業120年の浮沈とこれからの100年」
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○海外のスマ ト ネルギ プロジ クトの動きは国内以上に急速に進展 方 供給信頼性の○海外のスマ ト ネルギ プロジ クトの動きは国内以上に急速に進展 方 供給信頼性の

スマートグリッドの技術実証と国際展開スマートグリッドの技術実証と国際展開
○海外のスマートエネルギープロジェクトの動きは国内以上に急速に進展。一方、供給信頼性の○海外のスマートエネルギープロジェクトの動きは国内以上に急速に進展。一方、供給信頼性の

高い日本の電力技術に対する期待も高く、電力供給システムをはじめとした日本のエネルギー高い日本の電力技術に対する期待も高く、電力供給システムをはじめとした日本のエネルギー
関連技術に対するマーケットポテンシャルは高い。関連技術に対するマーケットポテンシャルは高い。

○国内プロジェクトを通じて世界に通用する技術を抽出、日本のクオリティの高い電力供給システム○国内プロジェクトを通じて世界に通用する技術を抽出、日本のクオリティの高い電力供給システム○国内プ ジェクトを通じて世界に通用する技術を抽出、日本のクオリティの高い電力供給システム○国内プ ジェクトを通じて世界に通用する技術を抽出、日本のクオリティの高い電力供給システム
を海外に展開するため、先進国やエネルギー供給の潜在ニーズの高い地域から順次実証。実証を海外に展開するため、先進国やエネルギー供給の潜在ニーズの高い地域から順次実証。実証
結果を「実績」に、海外案件獲得につなげる。結果を「実績」に、海外案件獲得につなげる。

○これにより、○これにより、世界の世界のCOCO２削減に貢献２削減に貢献しつつ、しつつ、日本の新産業創出日本の新産業創出が可能に。が可能に。

日本－米（ニューメキシコ州）
米国国立研究所とNEDOによるハイレベル
技術実証を州内５箇所で実施中
（日本は２箇所のサイトに参加）。東芝、京セ

関 約 社 参

日本－北アフリカ
日射量の豊富な北ア

ラなど関連企業約31社が実証事業に参加
（事業総額は約７０億）

日射量 豊富な北ア
フリカ地域において、
太陽光・太陽熱発電
の大規模実証

日本 インド
日本（沖縄）－米（ハワイ州）

2009年11月の日米首脳会談における日米
クリーン・エネルギー技術協力において、タ
クスフォース設置を合意。離島におけるモデ

ケ とし 世界 発信 年 月

日本－インド
2009年12月鳩山首相の訪印時に合意されたデリーム
ンバイ構想におけるスマートコミュニティの具体化。
2010年以降、関係企業のコンソーシアム形成、デリー・
ムンバイ公社とNEDOでプロジェクト推進。

ルケースとして世界に発信。2010年11月
APEC日米首脳会談で、APEC模範プロジェ
クトとして世界に展開

2010年4月には、日本企業コンソーシアムと、デリーム
ンバイ開発公社等との間で、ＦＳ調査実施に関する協
力ＭＯＵを直嶋大臣・シャルマ商工大臣立ち会いのも
と締結 77



ご清聴ありがとうございましたご清聴ありがとうございましたご清聴ありがとうございました。ご清聴ありがとうございました。

講演内容に対するお問い合わせは、講演内容に対するお問い合わせは、
下記にお願いします。下記にお願いします。

早稲田大学
理工学術院

環境 ネ ギ 研究科環境・エネルギー研究科

横山 隆一

E-mail: yokoyama-ryuichi@waseda.jp
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熱有効利用による熱有効利用による熱有効利用による熱有効利用による熱有効利用による熱有効利用による
エコタウンの構築エコタウンの構築
熱有効利用による熱有効利用による
エコタウンの構築エコタウンの構築

（内外の事例）（内外の事例）（内外の事例）（内外の事例）
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街つくりにおける熱有効利用の役割街つくりにおける熱有効利用の役割街つくりにおける熱有効利用の役割街つくりにおける熱有効利用の役割
●熱有効利用の取組み： ①天然ガスコージェネレーション、②太陽熱や河川熱、下水熱、地中熱など

の再生可能エネルギー熱、③工場排熱、清掃工場排熱、発電所排熱などの未利用エネルギー熱、
④水や氷で熱を貯める蓄熱槽の活用等

●熱利用の特長(電気との違い）： ①遠くまで運ぶことが難しい、②まとまった熱需要を得られる場所
も限られる、③比較的容易に貯められる

●気候や用途（冷暖房・給湯・産業プロセス等）により冷水・温水・蒸気等、熱の需要のあり方は多様で
個別性も強く これらの特徴を踏まえた熱の有効利用のあり方を考えていくことが必要個別性も強く、これらの特徴を踏まえた熱の有効利用のあり方を考えていくことが必要

熱の種類熱の種類
と

利用形態
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再生可能及び未利用エネルギーの有効活用再生可能及び未利用エネルギーの有効活用再生可能及び未利用エネルギーの有効活用再生可能及び未利用エネルギーの有効活用
●主に給湯用に使用されている太陽熱のほか、冷暖房用に利用される河川熱、下水熱、地中熱、

また、積雪地では雪氷熱が利用可能
●再生可能エネルギー熱は賦存量は多いが、関係者間の調整や許認可手続き等が必要となる

合 あ あ 条 題場合があるほか、近くに需要地があることが条件となるなどの課題
例えば河川水を利用する場合は、河川法上の水利使用許可、未処理下水の利用のためには、

下水管理者の同意を得たうえで、都市再生特措法上の手続きを行う必要
●河川沿いや下水処理場周辺で大規模都市開発等の需要がある場合は 可能性あり また 地●河川沿いや下水処理場周辺で大規模都市開発等の需要がある場合は、可能性あり、また、地

中熱は場所に限定されずに活用が可能であるが、賦存量では劣勢

81出展：日本熱供給事業協会資料ホームページ、H22雪氷熱エネルギー活用事例集4(北海道経済産業局)



河川水熱利用の有効利用例河川水熱利用の有効利用例 ((箱崎地区箱崎地区))河川水熱利用の有効利用例河川水熱利用の有効利用例 ((箱崎地区箱崎地区))

●箱崎地区では、個別熱源システムと比較して約３割の省エネルギーを実現
【参考】河川水熱利用の事例 箱崎地区【参考】河川水熱利用の事例 箱崎地区
①地域熱供給（大規模化、複数ビルの熱製造を集中化等）の採用により １０％
②河川水（夏冷たく、冬暖かい未利用エネルギー）の活用により １１％
③蓄熱槽とヒートポンプの組合せ（自動車の定速運転のイメージ）により １０％③蓄熱槽と トポンプ 組合せ（自動車 定速運転 イメ ジ）により ％

82
出典：経済産業省エネルギー庁 『未利用エネルギー面的活用熱供給の実態と次世代に向けた方向性』 （平成20年3月）



未利用エネルギー有効活用の可能性未利用エネルギー有効活用の可能性未利用エネルギー有効活用の可能性未利用エネルギー有効活用の可能性

● 未利用エネルギー熱として、発電所排熱や工場排熱（蒸気・温水など）や、市街地で
は清掃工場の排熱が存在

● 熱源の近くに熱を多く消費する工場や大規模な住宅団地などのまとま た熱需要が● 熱源の近くに熱を多く消費する工場や大規模な住宅団地などのまとまった熱需要が
あり、熱導管の敷設コストなどコスト面での課題をクリアできる場合は、排熱を有効活
用できる可能性

83出典：東京電力、株式会社クリエイティブテクノソリューション、日本熱供給事業協会



地中熱及び下水熱利用ヒートポンプによる地中熱及び下水熱利用ヒートポンプによる
地域熱供給地域熱供給 ((天津エコシテ天津エコシテ ))

地中熱及び下水熱利用ヒートポンプによる地中熱及び下水熱利用ヒートポンプによる
地域熱供給地域熱供給 ((天津エコシテ天津エコシテ ))地域熱供給地域熱供給 ((天津エコシティ天津エコシティ))地域熱供給地域熱供給 ((天津エコシティ天津エコシティ))

●天津市内から45kmの距離にある天津市浜海新区で建設が進められている天津エコシティでは、自然エネルギー利用率20％
以上など22項目の目標を掲げて環境都市づくり(中国・シンガポール政府が協力に合意し開発推進)

●開発地域の約75％を地域熱供給によりまかなうこととしており、石炭燃料コージェネレーションをベースに地中熱ヒートポンプや
下水熱利用ヒートポンプを組み合わせたシステムとする計画案が立てられている。冷房についてはコージェネレーションからの
排熱を吸収式冷凍機の熱源として用いる計画
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ゴミ焼却プラントの廃熱利用によるゴミ焼却プラントの廃熱利用による
温水供給ネットワ ク温水供給ネットワ ク ((ミ ンヘン市ミ ンヘン市))

ゴミ焼却プラントの廃熱利用によるゴミ焼却プラントの廃熱利用による
温水供給ネットワ ク温水供給ネットワ ク ((ミ ンヘン市ミ ンヘン市))温水供給ネットワーク温水供給ネットワーク ((ミュンヘン市ミュンヘン市))温水供給ネットワーク温水供給ネットワーク ((ミュンヘン市ミュンヘン市))

● ミュンヘンにおける地域熱供給は5つのエリアに分かれ、それぞれのエリアを接続する配管が敷設されお互いをバックアップする
体制（北部を除く）。市の中心部において1930年代から蒸気による熱供給が行われていたが、その後1970年代に周辺の4地区に
おいて同時進行的に地域熱供給システムが構築されたことが現在のシステムとなった背景

● ネットワークの効率向上のため、中心地区の蒸気ネットワークを温水供給ネットワークに変更することを計画
● 発電所排熱（ CHP排熱）、ごみ焼却プラントの排熱等を利用し、約4,400の顧客に熱供給
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ゴミ焼却熱やコジェネレーション廃熱利用のゴミ焼却熱やコジェネレーション廃熱利用の
蒸気幹線ネットワ ク蒸気幹線ネットワ ク ((パリ市パリ市))

ゴミ焼却熱やコジェネレーション廃熱利用のゴミ焼却熱やコジェネレーション廃熱利用の
蒸気幹線ネットワ ク蒸気幹線ネットワ ク ((パリ市パリ市))蒸気幹線ネットワーク蒸気幹線ネットワーク ((パリ市パリ市))蒸気幹線ネットワーク蒸気幹線ネットワーク ((パリ市パリ市))

●パリ市では、蒸気幹線ネットワークによる広域の温熱供給が行われ、約5,800のビルに供給、うち半数が住宅・1/4がオフィスで、
ルーブル美術館・オルセー美術館・ノートルダム寺院・モンパルナスタワーなども供給、配管延長は427kｍで、供給熱は暖房だけ
でなく住宅給湯にも使用でなく住宅給湯にも使用

●事業開始は１９２７年で、事業主体であるCPCU (Compagnie Prisienne de Chauffage Urbain)はパリ市も約30％の出資
●ごみ焼却熱やコジェネ排熱を用いているほか、油ボイラー21基、天然ガスボイラー2基、石炭ボイラー2基を使用しており、それぞれ

の熱源からの蒸気の相互接続による熱融通を実施, コジェネプラントは2001年に新設
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下水熱と太陽熱利用による下水熱と太陽熱利用による
熱供給ネットワーク熱供給ネットワーク ((バンクーバー市バンクーバー市))

下水熱と太陽熱利用による下水熱と太陽熱利用による
熱供給ネットワーク熱供給ネットワーク ((バンクーバー市バンクーバー市))熱供給ネットワーク熱供給ネットワーク ((バンクーバー市バンクーバー市))熱供給ネットワーク熱供給ネットワーク ((バンクーバー市バンクーバー市))

● エネルギープラントと下水配管そして太陽熱システムから構成されるネットワークで、各建物ではヒートポンプ
を活用し、これらの熱をくみ上げて利用

● このＮＥＵ（N i hb h d E Utilit ）は３つの構成要素から構成： ①下水熱を主に熱源水を供給す● このＮＥＵ（Neighbourhood Energy Utility）は３つの構成要素から構成： ①下水熱を主に熱源水を供給す
るエネルギーセンター、②個々の施設への熱供給パイプライン、③個々の需要エリアで熱をくみ上げるエネル
ギー変換所
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下水熱回収による低温熱供給システム下水熱回収による低温熱供給システム
((ウウイイスラ 選手村 カナダスラ 選手村 カナダ))

下水熱回収による低温熱供給システム下水熱回収による低温熱供給システム
((ウウイイスラ 選手村 カナダスラ 選手村 カナダ))((ウウイイスラー選手村、カナダスラー選手村、カナダ))((ウウイイスラー選手村、カナダスラー選手村、カナダ))

●下水熱を熱回収して10℃から15℃の熱源水を供給し、ヒートポンプを熱源、ヒートポンプからのリターンは6℃
から10℃、第一期は300ユニット、第二期は600ユニットのヒートポンプが低温熱供給配管に接続から10℃、第 期は300ユニット、第二期は600ユニットのヒ トポンプが低温熱供給配管に接続

●常に高温熱供給は良いとは言えず、比較的低温域の熱源とすることで効率向上を達成
●2.5MW分の下水熱利用システムと2kWに渡る熱導管から構成
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ゴミ焼却熱とＣＨＰ廃熱利用による地域熱ゴミ焼却熱とＣＨＰ廃熱利用による地域熱
供給ネットワ ク供給ネットワ ク ((デンマ クデンマ ク))

ゴミ焼却熱とＣＨＰ廃熱利用による地域熱ゴミ焼却熱とＣＨＰ廃熱利用による地域熱
供給ネットワ ク供給ネットワ ク ((デンマ クデンマ ク))供給ネットワーク供給ネットワーク ((デンマークデンマーク))供給ネットワーク供給ネットワーク ((デンマークデンマーク))

● デンマークでは主要都市において地域熱供給網が発達しており、国内第二の都市であるAarhusでも熱供給

● 発電所排熱（ CHP排熱）、ごみ焼却排熱、蓄熱槽、ボイラーからの熱を組み合わせて、それぞれの熱源からの蒸気の相互接続に
よる熱融通を実施している。供給熱量の98％は発電所排熱（ CHP排熱）とごみ焼却排熱でまかなわれており、市が事業主体として
排熱を供給すると共に、個別の地域熱供給事業者がこれを受け入れて自社ネットワークの需要家への供給

● 1980年代に、市保有の地域熱供給事業者がStudstrupværketにあった大規模発電所（市と民間事業者保有）と個別事業者7社の
地域熱供給システムを統合して現在の供給システムを構築、供給システム内に45の熱交換器を設置し、さらに個別の供給システム
に熱を供給する形態、熱交換器までの熱損失が1.5％、個々の供給システム内での熱損失が20％となっているが、排熱の活用にに熱を供給する形態、熱交換器までの熱損失が1.5％、個々の供給システム内での熱損失が20％となっているが、排熱の活用に
よってCO2排出量は個別システムの約50％程度に削減されたと試算（2007年CO2排出量：324,000 トン）

89



再生可能及び未利用エネルギーの有効活用再生可能及び未利用エネルギーの有効活用再生可能及び未利用エネルギーの有効活用再生可能及び未利用エネルギーの有効活用

●河川の水温や下水の水温は、外気温と比べて、夏冷たく、冬温かいため、外気を
使って空調する場合よりも省エネルギーが可能

●河川水、下水などの再生可能エネルギー熱の活用には、蓄熱槽とヒートポンプの
組合せが有効
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